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序章	 はじめに	 
⒈	 研究背景	 
	 我が国においては、少子化の進行、核家族化や人間関係の希薄化等を背景に、家庭や地域におけ
る子育て機能の低下や子育て中の母親の孤立、不安感の増大といった問題が顕在化している1。	 
	 こうした中、2003年に「次世代育成支援対策推進法」が制定されて以降、子育ての責任は、母親
や家庭だけでなく地域や社会にもあるものとされるようになり、専業主婦を含む「すべての子育て
家庭」に対する子育て支援を市町村の責務とすることが明確化された。そして、2015年には「子ど
も・子育て支援新制度」（以下、新制度という）が本格施行され、市町村が実施主体となって、地
域における子育て支援事業を推進・強化する体制が整備された。	 
	 新制度において、市町村が主体となって行う事業には、教育・保育に関する事業と地域子ども・
子育て支援事業（以下、地域子育て支援事業という）がある。特に、地域子育て支援事業は、在宅
子育て家庭を含むすべての家庭及び子どもを対象とする事業として、地域の実情やニーズに応じた
事業展開が求められている。	 
	 地域子育て支援事業の中心施策に、地域子育て支援拠点事業（以下、拠点事業という）がある。
拠点事業は、主に乳幼児とその保護者を対象とし、子育て中の親子が気軽に集い、相互交流や子育
ての不安・悩みを相談できる場所（公共施設や保育所、児童館等地域の身近な場所）を提供するこ
とを目的として実施されている事業である。本事業は、地域の子育て家庭の多様なニーズに対応し
うる身近な地域の拠点として、地域のセーフティーネットとしての機能を果たしており、地域子育
て支援の中核的機能を担うことが期待されている（渡辺・橋本2011）。2010年1月に閣議決定され
た「子ども・子育てビジョン」では、地域子育て支援拠点（以下、拠点施設という）の設置目標数
は、中学校区に 1 か所（1 万か所）以上とされており、その数は年々増加している（2018 年度は、
全国に7,259か所）。	 
	 拠点事業は、「地域子育てセンター事業」と「つどいの広場事業」という成り立ちの異なる 2 つ
の事業が再編、統合されて創設された背景もあり、その運営主体や実施場所、支援内容は多様化し
ている。本来、拠点施設における取り組みは、地域の子育て家庭の状況に応じて、柔軟に展開され
ることが望まれるが、その一方で、基礎となる原理・原則や方法論的な枠組みにはあいまいさが残
されており、各自治体、各拠点施設で行われている支援には格差が生じている2。また、先行研究等
によって拠点施設の利用者には、「自分の育った市区町村以外で子育てしている母親」「30 代の母親」
「働いていない母親」「核家族世帯」が多く、反対に、「共働き世帯」「ひとり親世帯」「若年層世帯」
の利用は少ない傾向にあることが明らかにされており、利用者の属性に偏りが生じていることが指
摘されている。	 
	 今後の子育て家庭の変化として、フルタイムでの共働き家庭の増加、多様な時間帯で働く親の増
加、地域や親族からの支援のさらなる低下、といった課題が考えられ3、各自治体は、こうした地域
の子育て家庭の状況に応じて、多様なニーズに対応しうる拠点事業の整備・運営を実施していく必
要がある。	 
                                            
1厚生労働省「地域子育て支援拠点事業実施のご案内」http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/pdf/gaido.pdf.2018 年11 月
28 日最終アクセス. 
2 NPO 法人こそだてひろば全国連絡協議会「地域子育て支援拠点事業における活動の指標「ガイドライン」」
p.2,<https://kosodatehiroba.com/new_files/pdf/guide29.pdf>2018 年8 月14 日最終アクセス. 
3三菱UFJ リサーチ&コンサルティング（2018）「地域子育て支援拠点事業の経営状況等に関する調査報告書」子ども・子
育て支援推進調査研究事業,厚生労働省,p.9. 
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⒉	 先行研究	 
	 拠点事業の役割や課題に関する研究は、保育学や社会学の分野で蓄積されてきた。	 
⑴	 地域子育て支援拠点事業が利用者に与える影響や効果について	 
	 岡本(2015)は、就園前の子どもを在宅で育てる母親の育児不安と、拠点事業の効果と課題を明ら
かにすることを目的とし、25 都道府県で地域子育て支援拠点を利用している母親に対してアンケー
ト調査を実施し、結果を分析している。その結果、在宅で育児を行う母親の育児不安に対して拠点
事業がその軽減に効果をあげてきたことが明らかにされ、母親が多様な「人」とのつながりをつく
ることを援助することで、「情報・仲間不足」等を軽減し、そこから孤立感の軽減を通じて「自信
不足」「体力・気力不足」といった育児不安の中核的な部分の軽減につながっていくメカニズムを
整理している。中谷(2014)は、全国の地域子育て支援拠点の支援者と利用者に対してアンケート調
査を実施しており、母親は育児負担の軽減、育児情報の取得と活用、仲間づくりを行っていること
を明らかにしており、母親の変化は支援者の子育て支援感よりも母親規範意識に影響される傾向に
あり、支援者の母親規範意識は支援者自らの子育て支援観に影響を及ぼすことを明らかにしている。 
	 
⑵	 地域子育て支援拠点事業、支援職員の役割や課題について	 
	 安川(2014)は、地域子育て支援拠点と保育所における地域子育て支援の役割や専門性の共通点と
相違点について先行研究を基に整理しており、拠点事業は、再編が繰り返されるなかで、制度とし
ては、いずれも保育を基軸としていた条件が段階を経て他の専門領域、そして非専門機関へと拡大
する傾向を示しているが、その一方で、支援職員には地域子育て支援独自の専門性や研修、そして
子育て当事者性が求められるなど負担が大きくなっていることを明らかにしている。 
	 阿部・若林(2014)は、地方都市である石川県かほく市を対象に、質的・量的研究方法を併用し、
そこでのサービス供給と利用にみられる地域的特徴と課題を明らかにしている。子育て支援センタ
ー拠点職員の大半は保育士の経験があるため、保育所との違いから自分の立ち位置や親子との距離
感に戸惑いを覚えていることを明らかにし、これは、拠点職員に資格の定めが厳格になく、職務の
専門性が不明瞭であることが影響している可能性があると指摘している。 
	 そして、三井(2010)は、支援者の利用者に対する関わり方や役割について明らかにするために A
支援センターを対象に、参与観察と利用者、支援者からの聞き取り調査を実施している。その結果、
困難を抱えた母親達が支援センターを利用する理由に支援者の利用者への関わり方が深くかかわ
っていることを明らかにし、最後に支援者の親への関わり方が親同士の関係性の構築に繋がってい
くことを解明している。 
	 周防ら(2017)は、KJ 法を用いて、岡山県の拠点事業における支援の実態を把握し、拠点事業に
おける役割、支援のあり方を検討しており、拠点事業を利用する母親や子どもが抱える問題は様々
であり、拠点事業の事業内容だけでは対応できない母親と子どもの課題が存在していることを明ら
かにし、市町村が地域子育て支援拠点の設置や委託に終わるのではなく、積極的に地域のニーズに
応じたサービスが提供できるよう、職員の養成や事業整備を行う必要があるとしている。 
	 星ら(2014)は、拠点事業における困難や悩みをもつ親に対する介入的支援に焦点を絞り、15か所
の拠点施設の職員への聞き取り調査を実施し、「拠点」での支援の有効性および支援職の役割と専
門性、ニーズのあるすべての親に手が届く支援への発展策について検討している。そして、地域子
育て支援拠点が最初の支援へのアクセスの場として有効であり得ること、そのための条件として、
 4 
支援者の多様なニーズへの感受性と柔軟な対応、実際面と心理面での支援、継続支援、他機関との
連携、保育・福祉・精神保健の統合された支援概念の支援職集団での共有の必要性を示している。	 
	 また、厚生労働省による子ども・子育て支援推進調査研究である「地域子育て支援拠点事業の経
営状況等に関する研究報告書（2018）」では、拠点事業には①経営上の課題、②交付金制度に関す
る課題、③地域特性を踏まえた整備に関する課題、④支援職員の負担の増加に関する課題、⑤支援
職員のスキル向上に関する課題があることが指摘されている。	 
	 	 
⑶	 地域子育て支援拠点事業の利用者の特徴	 
	 NPO 法人子育てひろば全国連絡協議会が、全国の事業運営団体と主な利用者である母親に対して
2015 年に実施した「地域子育て支援拠点事業に関するアンケート調査4」によると、自身が育った
市区町村以外で子育てを行っている母親が 72.1％、30 代の母親が 66.5％、現在子育てを行ってい
る市区町村から引っ越す可能性がある母親は 39.8％、核家族が 86.2％、現在働いていない母親が
89.9％であることが明らかにされている。冨田(2015)、小野(2013)、寺村(2012)らは、それぞれが
特定の子育て支援施設の利用者に対して質問票によって調査を実施しており、その結果でも母親の
年齢や家族構成、就労の有無については同様の傾向がみられている。	 
	 一方、ひとり親世帯の利用は2.9％、19歳以下の母親の利用は0.2％、20〜24歳の母親の利用は
1.6％と少ないが、そのような世帯ほど何らかの支援が必要な場合が多いことが指摘されている。	 
	 
⑷	 地域子育て支援拠点事業の非利用者について	 
	 神田・山本(2001)は、子育て支援事業を利用していない家庭の方が問題を抱えているのではない
かという問題意識から、利用者と非利用に分けて比較分析し、子育て支援の場に参加する母親は「行
く人はいろいろなところに出かけていく」が「行かない人はどこにもいかない」というように、そ
の利用が二極化していることを指摘しており、立地条件が非利用に至る要因の 1 つと述べている。 
	 香崎(2012)は、子育て支援施設の非利用者の現状と支援の課題を明らかにすることを目的とし、
A 市において 1 歳半健康診査、ならびに 3 歳児健康診査を訪れた保護者を対象にアンケート調査を
実施した結果、約 2 割の保護者が子育て支援施設の場所及び名前について認知していない状況であ
り、利用しない理由として「ニーズの不一致」や「立地条件」「対人関係」などがあることことが
示唆されたとしている。そして、非利用者に対する支援の課題として継続したアウトリーチの必要
性と公園を子育て支援の場として再考する必要性を提示している。宇都・川畑(2017)も、A 市で子
育て中の保護者の子育て支援の利用や希望の実態を明らかにすることを目的とし、乳幼児健康診査
に訪れた保護者を対象にアンケート調査を実施し、拠点施設の利用率が高くないこと、子育て支援
事業の情報周知が必要であること等を明らかにしている。 
 
	 
	 
	 
 
                                            
4 全国の事業を運営している240団体とその主な利用者である母親2400人を対象にアンケートを実施してい
る。http://kosodatehiroba.com/new_files/pdf/away-ikuji-hokoku.pdf 
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⒊	 研究目的	 
	 先行研究においては、拠点事業の制度面での課題や役割、各拠点施設の利用・運営実態、運営者
が抱える課題等は明らかにされているが、拠点事業や各拠点施設だけでなく、その周辺地域にも着
目し、拠点事業の地域における役割等について明らかにしている研究はまだ行われていない。拠点
事業は、地域の実情に応じて展開される事業であり、自治体によって拠点施設が地域において果た
す役割は異なっていると考えられる。	 
	 そこで、本研究では、以下の 4 点について明らかにすることを目的とする。②、③、④について
は、ケーススタディによって明らかにすることとする。 
①	 地域子育て支援拠点事業全体の利用・運営状況、課題を整理する。 
②	 地域の子育て家庭の状況、自治体が展開している子育て支援施策の実態を明らかにする。 
③	 拠点事業の利用・運営実態、課題を明らかにする。 
④	 ②、③で明らかになった内容を整理・考察し、研究対象地域において拠点事業が果たす役割に
ついて明らかにし、今後の拠点事業のあり方について提言する。	 
	 
⒋	 研究対象 
	 研究対象には、人口 3 万人未満の地方都市の中で、国が定める「中学校区に 1 か所」の設置基準
に近い形で拠点施設が設置されている熊本県上天草市を選定した。人口 3 万人未満の地方都市とし
た理由は、そのような地域は、都市部よりも公園等の公共の遊び場の管理や整備が十分に行われて
いない場合が多く、周囲に一緒に遊ばせることができる同年代の子どもが少ない状況であり、地域
の身近な子育ての拠点として拠点事業が果たす役割が大きいと考えたからである。 
	  
	 
⒌	 論文構成	 
	 2章では、1990年代以降の少子化対策の変遷と子ども・子育て支援新制度の概要を把握する。こ
れについては、内閣府、厚生労働省の資料、先行研究によって文献調査を実施した。	 
	 3 章では、拠点事業の概要と事業創設までの経緯、全国の実施状況を厚生労働省の資料をもとに
概観し、先行研究等でこれまで明らかにされている拠点事業の課題を整理する。	 
	 4 章では、上天草市の概況について「上天草市第 2 次総合計画」、「上天草市人口ビジョン」をも
とに把握した上で、市が展開している子育て支援施策の実態、子育て家庭の状況について、上天草
市福祉課子育て支援係と健康づくり推進課母子保健係の担当者に対するヒアリング調査を実施し
た。さらに、「上天草市子ども・子育て支援事業計画」事業計画を策定するにあたって実施された
事前調査の内容をもとに子育て家庭の状況、子ども・子育ての課題について分析した。	 
	 5 章では、上天草市の各拠点施設の利用・運営実態、運営上の課題について、子育て支援係、各
拠点施設の担当者に対するヒアリング調査、各拠点施設での参与観察、利用者へのヒアリング調査
を実施し、考察する。	 
	 6章では、4章、5章で明らかにされた上天草市の子育て家庭の状況と拠点事業の利用・運営実態、
運営上の課題を整理、考察し、上天草市において拠点事業が果たす役割について明らかにする。最
後に、今後の拠点事業のあり方について提言する。	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 図 1-1	 論文の構成	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⒍	 調査方法	 
⑴	 ヒアリング調査の詳細	 
	 今回実施したヒアリング調査の詳細は表1-1の通りである。	 
表1-1ヒアリング調査の詳細	 
	 
	 
⑵	 各地域子育て支援拠点での参与観察と利用者へのヒアリング調査について	 
	 拠点事業の利用・運営状況について把握することを目的とし、市内の5か所の拠点施設において、
2018年1月15日〜2018年5月22日までの間に13回、筆者の0歳の子どもを同伴して参与観察を
実施した。その際に、拠点施設の許可を得た上で、施設を利用していた 14 名の母親に対して、研
究内容やヒアリング調査で得たデータは論文以外では使用しないこと、実名は使用しないことを伝
え、30分程度のヒアリング調査を実施した。質問内容は、①母親の年齢、②子どもの年齢、③母親・
父親の出身地、④拠点事業をどこで知ったのか、⑤利用頻度、⑥利用目的、⑦よく利用している拠
点施設はどこか、⑧育児を日常的に手伝ってくれる人が周りにいるか、である。調査当時、筆者も
拠点施設の利用者であり、会話の流れの中で、質問を行ったため、全ての回答を得ることができな
かった利用者もいた。また、利用者に対するヒアリング調査の結果については、14人にしか調査を
実施することができなかったため、参考程度に使用することとする。	 
	 
⑶	 データ収集の限界	 	 
	 本研究では、各参考文献から得られたデータとヒアリング調査から得られたデータでは取得年が
異なっているが、データの収集方法に限界があったためそのままデータの比較や分析を行っている。	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第 2章	 1990年代以降の少子化対策と子育て支援施策	 
	 
	 
	 
	 ⒈	 1990年代以降の少子化対策と子育て支援施策の変遷	 
	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒉	 子ども・子育て支援新制度	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒊	 小括	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第2章	 1990年代以降の少子化対策と子育て支援施策	 
⒈	 1990年代以降の少子化対策と子育て支援施策の変遷	 
	 1990年代以降の少子化対策、子育て支援施策を概観する。	 
⑴	 仕事と子育ての両立支援が中心の少子化対策	 
	 1990 年の「1.57 ショック5」を契機に、政府は、本格的に少子化対策に関する検討を始めた。最
初の具体的な施策は、厚生省・文部省・労働省・建設省によって 1994 年に策定された「今後の子
育て支援のための施策の基本的方向について」（エンゼルプラン、計画期間 1995 年度〜1999 年度）
である。エンゼルプランの具体化の一環として、保育需要の多様化に対応するために「緊急保育対
策等5か年事業」が策定された。1990年代前半に初めて、専業主婦も国の施策の対象として認識さ
れ始め、エンゼルプランでは、初めて「子育て支援」という用語が使用されている。（日下・笠原	 2016）	 
	 1999 年には、「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画について」（新エンゼルプラン、
計画期間 2000 年度〜2004 年度）が策定され、新エンゼルプランでは、保育だけではなく、雇用環
境、母子保健、教育等の幅広い分野についても目標設定が行われるようになった。	 
	 このように、エンゼルプラン、新エンゼルプランでは、在宅で子育てを行う家庭に対する支援が
施策に盛り込まれ始めてはいるものの、主に、働く母親を対象とした仕事と子育ての両立支援が施
策の中心となっていた。	 
	 
⑵	 すべての子育て家庭への支援が本格的に始まる	 
	 政府は、一向に合計特殊出生率の上昇の兆しが見えない状況を受け、2002年に「少子化対策プラ
スワン」を発表した。その「基本的な考え方」では、「子育てと仕事の両立支援」に加え、「男性を
含めた働き方の見直し」、「地域における子育て支援」、「社会保障における次世代支援」、「子どもの
社会性の向上や自立の促進」という4つの柱に沿って「社会全体が一体となって総合的な取組を進
めること」が提示された。また、この施策の中で初めて、「子育てしているすべての家庭」への
支援の必要性が明確に政策化され、「地域における子育て支援」が提言されている（日下・笠原	 
2016）。これを踏まえて、2003 年に「次世代育成支援対策推進法」が制定され、子育ての責任は母
親だけでなく、社会全体にあることが明記され、専業主婦を含む、すべての子育て家庭に対する子
育て支援を市町村の責務とすることが明確化された6。	 
	 	 
⑶	 子育て支援の位置付けが少子化対策から児童福祉へ	 
	 2003 年 3 月には、「児童福祉法改正法」が成立したが、この改正の目的は、すべての家庭に対す
る子育て支援を「市町村の責務として明確に位置付け、積極的に行う仕組みを整備する」ために、
地域における子育て支援事業を児童福祉法に位置付けることであった（日下・笠原	 2016）。2005年
1月には、児童福祉法は改正され、「子育て支援事業」は児童福祉法に規定された。これは子育て支
援が単に少子化対策としてではなく、「すべての子どもの健全な育成と生活保障、自立支援」を理
念とする児童福祉の支援として位置づけられたことを意味している（渡辺・橋本	 2011）。	 
	 
	 
                                            
5 1990 年の「1.57 ショック」とは、前年の合計特殊出生率が 1.57 と、「ひのえうま」という特殊要因により
過去最低であった 1966 年の合計特殊出生率 1.58 を下回ったことが判明したときの衝撃を指している。 
6 植野一芳「児童福祉法改正と変わる保育所」,『環境創造』,9,2006 pp1-16 
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⑷	 子ども・子育て支援新制度が始動	 
	 2012年 8月には、子ども・子育て支援関連3法（「子ども・子育て支援法」「認定子ども園法一部
改正法」「児童福祉法等関係法律整備法」）が可決され、これらを含む「社会保障・税一体改革」に
よって、消費税の充当先としての社会保障経緯費に、それまでの高齢者3経費（基礎年金・老人医
療・介護）に加えて、少子化対策経費が含まれることになった7。	 
	 2015年 4月には、子ども・子育て支援関連3法に基づく「子ども・子育て支援新制度」が施行さ
れた。新制度の目的は、子ども・子育て支援法第 1 条にあるように、「一人一人の子どもが健やか
に成長することができる社会の実現に寄与する」ことであり、そのために、すべての子どもと子育
て世代を、社会全体で支えていく仕組みを形成することである8。	 
	 「子ども・子育て支援新制度」について、詳しくは、次節で説明する。	 
	  
	  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                            
7 高田寛文（2017）「都市自治体の子ども・子育て政策」,『都市自治体の子ども・子育て政策』公益財団法人
日本都市センタ ,ーp.9. 
8 大豆生田啓友（2017）「自治体における子ども・子育て支援新制度の役割・機能」, 『都市自治体の子ども・
子育て政策』公益財団法人日本都市センタ ,ーp.18. 
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図2-1	 これまでの少子化対策の取組み	 
出典：内閣府「少子化対策	 国の取り組み」	 
<https://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/data/torikumi.html>最終アクセス2018年12月 13日.	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⒉	 子ども・子育て支援新制度	 
⑴	 子ども・子育て支援新制度の概要	 
	 子ども・子育て支援新制度（以下、新制度という）は、2012 年 8 月に成立した子ども・子育て
関連 3 法に基づく制度のことであり、2015 年 4 月に本格施行された。前述の通り、新制度の実施
には、消費税率引き上げによる増収分が活用されており、社会全体で子どもの育ち、子育てを支え
る体制が整備された9といえる。内閣府によると、子ども・子育て関連 3 法の趣旨と主なポイント
は以下の通りである。 
 
表2-1	 子ども・子育て関連３法の趣旨と主なポイント	 
	  
⑵	 市町村子ども・子育て支援事業計画と地方版子ども・子育て会議	 
	 新制度において、市町村は、地域の子育て家庭の状況や支援ニーズを把握した上で、計画期間を
5 年間とする「市町村子ども・子育て支援事業計画」を策定する。この事業計画の策定にあたって、
各市町村には子育て支援関係者や子育て当事者から成る「地方版子ども・子育て会議」を設置する
ことが努力義務として定められており、ほとんどの市町村が設置している。地方版子ども・子育て
会議では、地域の実態を踏まえ、子育て当事者の意見を反映させた地域の事業計画を作ることが期
待されている（大豆生田 2017）。 
	 市町村子ども・子育て支援事業計画は、5 年間の計画期間における幼児期の学校教育・保育・地
域の子育て支援についての需給計画であり、新制度の実施主体として、全市町村で作成されている。
市町村は、すべての子ども・子育て家庭の状況及び需要の調査・把握（現在の利用状況＋利用希望）
                                            
9 内閣府「子ども・子育て支援新制度	 なるほどBOOK」,p.1
〈http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/event/publicity/pdf/naruhodo_book_2804/a4_book1.pdf〉2018
年 11 月 4 日最終アクセス. 
u ３法の趣旨	 
自公民３等合意を踏まえ、保護者が子育てについて第一義的責任を有するという基本的認識の下
に、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進	 
u 主なポイント	 
① 認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小規模保育等への
給付（「地域型保育給付」）	 
② 認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等）	 
③ 地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、放課後児童ク
ラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」）の充実	 
④ 市町村が実施主体	 
⑤ 社会全体による費用負担	 
⑥ 政府の推進体制	 
⑦ 子ども・子育て会議の設置	 
出典：内閣府「子ども・子育て支援新制度の概要等」	 
<https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/outline/index.html>最終アクセス2018年12月 13日.	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を実施し、幼児期の学校教育・保育・地域子育て支援について、「量の見込み」（現在の利用状況＋
利用希望）、「確保方策（確保の内容＋実施時期）を示した市町村子ども・子育て支援事業計画を作
成する10。 
	 新制度の導入で、国の大きな枠組みはあるものの、専業主婦を含むすべての子育て家庭を対象と
した、子育て支援施策を市町村が主体となって、地域の実情に応じて展開する体制が整備された。
大豆生田（2017）は、それによって、住民を含め、活発な議論が行われて事業計画が作成された自
治体が生まれた一方で、従来通りの行政主導の形式的な会議が数回持たれ計画策定に至った自治体
もあるということを指摘している。	 
 
⑶	 地域子ども・子育て支援事業	 
	 新制度において、市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画に従って、すべての子育て家庭
を対象とした地域子ども・子育て支援事業を実施している11。地域子ども・子育て支援事業は、利
用者支援事業、地域子育て支援拠点事業等の13事業から構成されている。	 
	 新制度における事業遂行のための給付についてみると、地域子ども・子育て支援事業には、子ど
も・子育て支援交付金が充てられており、その負担（補助）割合は国 1/3、都道府県 1/3、市町村
1/3 とされている。奥山（2017）は、地域子ども・子育て支援事業については地域の実情に応じた
事業計画に従って市町村の予算の範囲内で交付金を交付するため、自治体によって事業内容等に差
がつきやすいことを指摘している。	 
	 
                                            
10	 内閣府「市町村子ども・子育て支援事業計画」,p.18 
< https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/outline/pdf/setsumei2.pdf>2018 年 12 月 13 日最終アクセス. 
11	 子ども・子育て支援法第 59 条 
 AW,°©«²%ÌT<st±a!
6d#³{wv^­¦«±kr
ª¤¹
¸}BY'¹9^
P ÐÓÒi
8¥®´* ÐÓÒi
Ay*, P, +],
=h:Cr?7&,fP
8¥®´*ÌAy*ÌPÌ=h¯®
±[XV
^,~
+-,~
Ay* ÑÓÒi
ÌoXVf
Ì+-5«XVRnf
Ì_ ·f
Ì:CO&f
ÌXV&f}
Ì5«u`XVf
Ì5«VlXVf
ÎÄºÈÊÍÌ¼ÇÍÂÌ¿Ë
ÀÍfÏ
ÌEf
Ìqf
ÌZH{»ÉÅ
Ì24
Ì9I$°¸~
¹f
Ì/g¯f±"Ì
lof
+-±9L°K§¨
5«XV
+-5®´Ì5«XVf
­5«±
zXV
Ì	f<,f
fP¹­¦¨	
f<,±/g¯>GM°
;K¦¨¼ÍÃ¾±S1
¹XVÎ\(±
NÏ
Ì	f<,ÆÃÍ½Á
ÀÍoXVf
J`±jfµ0 }±/
g¯¢]¹¦«¸¡
D¯e¬ÆÃÍ½ÁÀÍm
¼ÍÃ¾¹o¬¢¸¶X
V
Ì5«zXVf

	
@pb )
AW,
xzP°©«²{wvk|24c°¶·@pb¡
±9^¹Q¥­°.ª£U­¦«3¹XF
6
図2-2	 子ども・子育て支援新制度の概要,p.6	 
出典：内閣府「子ども・子育て支援新制度の概要」	 
(https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/outline/pdf/setsumei1.pdf)	 最終アクセス2018年12月13日.	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表2-2	 地域子ども・子育て支援事業の概要	 
(1)	 利用者支援事業	 
	 子どもや保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の利用について情報収
集を行うとともに、それらの利用に当たっての相談に応じ、必要な助言を行い、関係機関等との連絡
調整等を実施する事業 
(2)	 地域子育て支援拠点事業	 
	 家庭や地域における子育て機能の低下や、子育て中の親の孤独感や負担感の増大等に対応するため、
地域の子育て中の親子の交流促進や育児相談等を行う事業 
(3)	 妊婦健康診査	 
	 妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、②検査
計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業 
(4)	 乳児家庭全戸訪問事業	 
	 生後 4 か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の
把握を行う事業 
(5)	 養育支援訪問事業	 
	 乳児家庭全戸訪問事業などにより把握した、保護者の養育を支援することが特に必要と判断される
家庭に対して、保健師・助産師・保育士等が居宅を訪問し、養育に関する相談支援や育児・家事援助
などを行う事業 
(6)	 子育て短期支援事業	 
	 母子家庭等が安心して子育てしながら働くことができる環境を整備するため、一定の事由により児
童の養育が一時的に困難となった場合に、児童を児童養護施設等で預かる短期入所生活援助（ショー
トステイ）事業、夜間養護等（トワイライトステイ）事業 
(7)	 ファミリー・サポート・センター事業	 
	 乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員として、児童の預かり等の援助
を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整
を行う事業 
(8)	 一時預かり事業	 
	 家庭において一時的に保育を受けることが困難になった乳幼児について、保育所、幼稚園その他の
場所で一時的に預かり、必要な保護を行う事業 
(9)	 延長保育事業	 
	 保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、保育所
等で引き続き保育を実施する事業 
(10)	 病児保育事業	 
	 病気の児童について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に
保育等を行う事業 
(11)	 放課後児童健全育成事業 
	 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後等に小学
校の余裕教室や児童館等において適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業 
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出典：内閣府「地域子ども・子育て支援事業について」pp.2-3, 	 
(https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/administer/setsumeikai/h270123/pdf/s3-1.pdf)	 
最終アクセス2018年12月13日.	 
	 
⒊	 考察と小括	 
	 第 2 章では、内閣府、厚生労働省等の資料、先行研究をもとに、1990年代以降の少子化対策と子
育て支援事業について整理した。 
	 1990 年の「1.57 ショック」を契機に、政府は、本格的に少子化対策に関する検討を始め、その
後策定されたエンゼルプラン（1994年）、新エンゼルプラン（1999 年）では、働く母親を対象とし
た育児と仕事の両立支援が施策の中心だったものの、専業主婦も施策の対象と認識されるようにな
り、在宅で子育てを行う家庭に対する支援が施策に盛り込まれるようになった。そして、「次世代
育成支援対策推進法」の制定（2003年）、児童福祉法の改定（2005年）を経て、子育て支援事業の
位置付けは、少子化対策から児童福祉の支援へと変更され、専業主婦を含む、すべての子育て家庭
に対する子育て支援を市町村が積極的に行う仕組みが整備された経緯が確認された。	 
	 そして、2015 年 4 月には子ども・子育て関連 3 法（2012）に基づく子ども・子育て支援新制度
が本格施行し、社会保障制度に「子ども・子育て」が位置付けられ、社会全体で子どもの育ち、子
育てを支える体制が整備された。新制度において、市町村には、「地方版子ども・子育て会議」の
設置が努力義務として定められており、地域の実情に応じた「市町村子ども・子育て支援事業計画」
が作成されている。	 
	 このように、市町村が主体となって子育て支援施策を実施できる体制が整えられたことで、自治
体独自の取り組みの工夫等が実施されるようになった一方で、自治体によって事業計画や事業内容
に差がつきやすい状況が生まれたということが明らかにされている。	 
	 少子化の深刻化、子どもの貧困率の増加等、子ども・子育て世帯を取り巻く環境がより厳しくな
っている中、自治体は、新制度の機能を最大限に活用して、多様化する子育て家庭の状況やニーズ
に応じた地域独自の子育て支援施策を展開することが期待されている。今後、自治体の果たす役割
はますます大きなものになっていくと考えられる。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 (12)	 実費徴収に係る補足給付を行う事業	 
	 保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、
文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成す
る事業 
(13)	 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業	 
	 新規参入事業者に対する相談・助言等巡回支援や、私学助成や障害児保育事業の対象とならない特別
な支援が必要な子どもを認定子ども園で受け入れるための職員の加配を促進するための事業 
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第３章	 地域子育て支援拠点事業	 
	 
	 
	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒈	 地域子育て支援拠点事業の概要	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒉	 地域子育て支援拠点事業の成り立ち	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒊	 地域子育て支援拠点事業の実施状況	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒋	 地域子育て支援拠点利用状況	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒌	 地域子育て支援拠点事業の課題	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⒍	 考察と小括	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第３章	 地域子育て支援拠点事業	 
⒈	 地域子育て支援拠点事業の概要	 
⑴	 地域子育て支援拠点事業とは	 
	 地域子育て支援拠点事業は、児童福祉法における子育て支援事業、社会福祉法における第2種社
会福祉事業に位置付けられており、児童福祉法においては、「乳幼児及びその保護者が相互の交流
を行う場を提供し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業12」と規定
されている。また、厚生労働省が2014年度に発表した「地域子育て支援拠点事業実施要項」では、
拠点事業の目的は次のように示されている。	 
	 
	 「少子化や核家族化の進行、地域社会の変化など、子どもや子育てをめぐる環境が大きく変化す
る中で、家庭や地域における子育て機能の低下や子育て中の親の孤独感や不安感の増大等に対応す
るため、地域において子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点の設置を推進することにより、
地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援す
ることを目的とする。」	 
	 	 
⑵	 基本事業と事業類型	 
	 拠点事業の基本事業には、①子育て親子の交流の場の提供と交流の促進、②子育て等に関
する相談・援助の実施、③地域の子育て関連情報の提供、④子育て及び子育て支援に関す
る講習等の実施、の4つがあり、事業類型には、「一般型」と「連携型」が設けられている。	 
	 拠点事業の一般型では、常設の拠点施設を開設し、子育て家庭の親とその子どもを対象として 4
つの基本事業を実施し、連携型では、効率的かつ効果的に地域の子育てニーズに対応できるよう児
童福祉施設・児童福祉事業を実施する施設において基本事業を実施する13。全国に設置されている
拠点施設の約9割を一般型が占めている。	 
	 
⑶	 地域の子育て支援活動の展開を図るための加算事業	 
	 厚生労働省が定める地域子育て支援拠点事業実施要項では、上記の基本事業に加えて、市町村か
らの委託等により、子育て支援活動の展開を図ることを目的として、加算の対象となっている事業
がある。そのような加算の対象となっている主な事業は以下の通りである。	 
	 
①	 拠点施設の開設場所を活用した一時預かり事業またはこれに準じた事業の実施	 
②	 拠点事業の開設場所を活用した放課後児童健全育成事業またはこれに準じた事業の実施	 
③	 拠点施設を拠点とした乳児家庭全戸訪問事業または養育支援訪問事業の実施	 
④	 その他、拠点施設を拠点とした市町村独自の子育て支援事業（未就学児をもつ家庭への訪問活
動等）の実施	 
⑤	 出張ひろば	 
地域の実情や利用者のニーズにより、親子が集う場を常設することが困難な地域にあっては、
公共施設等を活用した出張ひろばを実施することができるものとする	 
                                            
12 内閣府,2017,「子ども・子育て支援新制度について」	 
＜http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/outline/index.html＞2018 年 12 月 13 日最終アクセス. 
13 厚生労働省,2017,「地域子育て支援拠点事業実施要綱」 
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⑥	 地域支援	 
・	 高齢者・地域学生等地域の多様な世代との連携を継続的に実施する取組	 
・	 地域の団体と協働して伝統文化や習慣・行事を実施し、親子の育ちを継続的に支援する取
組	 
・	 地域ボランティアの育成、町内会、子育てサークルとの協働による地域団体の活性化等地
域の子育て資源の発掘・育成を継続的に行う取組	 
・	 本事業を利用したくても利用できない家庭に対して訪問支援等を行うことで地域とのつな
がりを継続的に持たせる取組	 
表3-1	 地域子育て支援拠点事業の概要	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：厚生労働省「地域子育て支援拠点事業とは（概要版）」,p.2	 
b_
Aa
9eh
?Ì][Ñ¡ÆÌQkÂ¼Þº?ÌÑ
¡Çßzø§ádÇßú«+û
µ¸Òhá}|aÍNÇß
?ÌÒKÜ§áçèéîÑ	¿
ÌAa
ø68Ò?Ìá¨Úß'ÒAaú û
¹WraÑÀÄßø¨gtÜ=@tñ
ô÷êãâÒbGxÐ(ø¦TÒAa
GÒ68?ÌWráÄº68Ò?
Ì][jÒAá5ß'ØáAa
}|a<iÐ?Ì][Ñ¡Çß
aÑ?Â¢¾;áÄº?Ì][ÒÉ
ÚÒ'ØáAa
AaLR
j
Fvfús$á-Ù»û
ú{}|n
º±³²n
ºl h×Ò>Û)û
µ?Ì?Ò	pÒ;ÒZÎ	pÒ¹¶?ÌÑ¡Çßyø[!ÒAa
·68Ò?Ì¡P:ÒZ¹¸?Ì&Ö?Ì][Ñ¡ÇßÒAa
?Ì][Ñ¡ÆÌQkÂ¼Þº?ÌÑ¡
Çßzø§ádÇßúª+ûÑ
}|aÒ.Â%ÆÌAa
7 \7
µ¸Òhá?Ì?Â¢½ºVÊ
ÄÉ¤4mÒÍÞ*½ºyÑ	pá
5ßGÒ;áÄÌAa
ø68Ò?ÌWrÎÆÌ68Ò?Ì]
[o"ÒEá5ßÉÚÒ'ú û
¹c¥ÁÞhÜ^MäôïÐÏ
<iÐ?Ì][o"áWraÍ
xÑAaÆº¡j¡Îìéëöùä#á
5ÞºÝÞÃÚÜÁÐ][áAa
øJÕàÔÒAaú û
¹GÒWraáÆÌ½ßÂº
ª«1ºªb®c º?Â¢¾;á
GÇßÅÎÂ3£Ð68Ñ,ÃºJ
ÕàÔá
ø68][Ò'ÒAaú û´
µ68Ò<iÐÎÒ\áxÑ
AaÇß'
¶68Ò2Î%ÆÌ`#ÜSø
áAaÆº?ÒÊáxÑ][
Çß'
·68ñô÷êãâÒTºvº?Ì
åùäõÎÒ%ÑÝß682ÒoO#
68Ò?ÌqÒwYøTáx
Ñ¾'
¸CIÑDÆÌ0][á¾ÅÎÍ6
8ÎÒËÐÂÞáxÑXÉÈß'
´u][háÈÌAaÇß;*
Ó ÆÐ½»
Aa;U
¬­bº®°b©ªb¬c 
N
}|a
Uºa~Ãçðùçº/H~
ÃHºlCºò÷æó÷ºâíùëÒB
áou
¬­bº®bº¯°b©ªb®c 
 19 
⑷	 地域子育て支援拠点事業に対する交付金について	 
	 前述の通り、拠点事業等の地域子ども・子育て支援事業を実施する市町村に対しては、子ども・
子育て支援交付金が交付される。前述の通り、交付金の負担割合は、国 1/3、都道府県 1/3、市町
村1/3である。	 
	 2017 年 4 月の「子ども・子育て支援交付金交付要綱14」において定められている補助金（1 か所
当たり年額）の具体的な額は表 3-2 の通りである。（※ここでは、一般型の基本分のみ紹介する）
これをみると、現在の交付金の制度では、主に開設日数や常勤職員の有無等で交付金の額が決定さ
れていることがわかる。	 
	 
表3-2	 地域子育て支援拠点事業の補助金額	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：子ども・子育て支援交付金交付要綱p.	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
                                            
14 「平成 28 年度子ども・子育て支援交付金の交付について」の別紙「子ども・子育て支援交付金交付要綱」 
①一般型	 
ア	 基本分	 
	 	 (ア)3〜4日型	 
	 	 ・常勤職員又は非常勤職員を合計3名以上配置する場合	 	 	 	 5,114,000 円	 
	 	 ・常勤職員又は非常勤職員を合計2名配置する場合	 	 	 	 	 	 3,785,000 円	 
	 
	 	 (イ)5日型	 
	 	 ・常勤職員を配置する場合	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 7,842,000 円	 
	 	 ・非常勤職員のみを配置する場合	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 4,640,000 円	 
	 
	 	 (ウ)6〜7日型	 
	 	 ・常勤職員を配置する場合	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 8,364,000 円	 
	 ・非常勤職員のみを配置する場合	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 5,493,000円	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⑸	 地域子育て支援拠点事業の従事者について	 
	 厚生労働省の HP に掲載されている「地域子育て支援拠点事業	 実施のご案内（実施ガイド）15
（2007）」では、「地域の子育て支援拠点に求められる機能及び支援者の役割」として以下の3点が
あげられている。	 
	 
【学び】	 
	 支援者は、利用者が気兼ねなく相談できる関係つくり、個々の親子への支援や情報提供などに応
じること。また、利用者同士のかかわり合いや、地域の様々な人たちとの交流を促すようにも働き
かけること。これによって、親子がともに成長するための学びの機会を広げていくように努めるこ
と。	 
【支え】	 
	 支援者は利用者を分け隔てすることなく、誰にとっても身近な相談相手であり理解者であるよう
に努めること。また、利用者同士の支えあいを促すとともに、世代や立場を超えた様々な人たちの
協力を得て、地域全体として子育て家庭を支える環境づくりを行うこと。	 
【親子の力を引き出す】	 
	 支援者は、親子に備わる「成長する力」を信じること。とくに親に対しては、支えや学びを得て
自己肯定感を高め、子どもや子育てに向き合う余裕を回復する過程を重視すること。そのために支
援者は、成長を阻む要因の解決に努め、様々な活動を通して刺激や学びを得る機会をつくりだし、
親子の力を引き出すように働きかけていくこと。	 
	 	 
	 また、「地域子育て支援拠点事業実施要綱(2014)」の「5留意事項16」には、拠点事業の従事者（以
下、支援職員という）について以下のように明記されている。	 
	 
1. 事業に従事する者（学生ボランティアを含む）は、子育て親子への対応に十分配慮するととも
に、その業務を行うに当たって知り得た個人情報について、業務遂行以外に用いてはならない
こと。	 
2. 事業に従事する者は、事業に従事するにあたって、「子育て支援員研修の実施ついて」（平成
27 年 5月 21 日付雇児発0521 第 18 号）の別紙「子育て支援員研修事業実施要綱」（以下「子
育て支援員研修事業実施要綱」という。）別表1に定める基本研修及び別表2-2の 3に定める
子育て支援員専門研修（地域子育て支援コース）の「地域子育て支援拠点事業」に規定する内
容の研修を修了していることが望ましい。	 
3. 実施主体（委託先を含む）は、事業に従事する者を子育て支援員研修実施要綱別表3及び別表
4 に定めるフォローアップ研修及び現任研修その他各種研修会やセミナー等へ積極的に参加
させ、事業に従事する者の資質、技能等の向上を図ること。	 
	 
	 厚生労働省の「地域子育て支援拠点事業	 実施のご案内（実施ガイド）」に明記された拠点事業、
支援職員の役割をみると、その内容は曖昧なものにとどまっており、実施ガイドの内容は 2007 年
                                            
15 厚生労働省,2007,「地域子育て支援拠点事業	 実施のご案内」p.3. 
< https://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/pdf/gaido.pdf>2018 年 12 月 17 日最終アクセス. 
16厚生労働省,2017,「地域子育て支援拠点事業実施要綱」 
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に発行されて以降、更新されていない。また「地域子育て支援拠点事業実施要綱」においては、支
援職員に向けた研修プログラムを都道府県等が実施する体制が整備されていることは明記されて
いるが、支援職員のこれらの研修の修了は、努力義務としかされていない。	 
	 このような状況を受け、2007年のガイドラインの作成に協力しているNPO法人子育てひろば全国
連絡協議会は、支援内容の標準化と質的向上を目的とし、2009年に独自に地域子育て支援拠点ガイ
ドラインを発行している。	 
	 
	 表3-3	 子育て支援員専門研修、地域子育て支援拠点事業の内容	 
科目名 区分 時間数 内容 目的 
①地域子育て支
援拠点を全体像
で捉えるための
科目 
講義 ６０分 ①地域子育て支援拠点
の制度上の位置付けと
成立ち 
②地域子育て支援拠点
に求められる機能 
③地域子育て支援拠点
における支援者の役割 
①関連制度、地域子育て支援拠
点事業の経緯を理解する。 
②基本４事業の内容、予防型支
援の必要性について理解する。 
③支援者の役割について理解
する。 
②利用者理解 演習 ６０分 ①利用者理解を深める
演習 
①利用者の立場になって、ある
べき支援の在り方について検
討・理解する。 
③地域子育て支
援拠点の活動 
講義 ６０分 ①子どもの発達を意識
した環境づくり 
②子どもの発達を促す
環境づくりの工夫 
③利用者ニーズに配慮
したプログラム 
①発達の基本、子どもの遊び他
者との関わりについて理解す
る。 
②具体的な環境づくりについて
理解する。 
③利用者ニーズに配慮した講習
等（プログラム）の実際について
理解する。 
④講習等の企画 演習 ６０分 ①具体的な演習等やプ
ログラムづくり 
①利用者に共通するニーズか
ら、講習等（プログラム）を企画・
実施する意味と方法を理解し、
実際の現場での支援の在り方を
検討する。 
⑤事例検討 演習 ６０分 ①事例にもとづく検討 ①実際の事例を元に、具体的な
対応方法について理解する。 
⑥地域資源の連
携づくりと促進 
講義 ６０分 ①多様な地域資源の理
解、連携づくりの促進 
①情報提供や支援体制の構築
のために、地域資源や連携づく
りの重要性について理解する。 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：厚生労働省,2015,「子ども支援員研修事業実施要綱」p.31	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⒉	 地域子育て支援拠点事業の成り立ち	 
	 次に、拠点事業が創設されるまでの施策の変遷を概観する。	 
⑴	 保育所において始められた子育て支援	 
	 拠点事業を始めとした地域の子育て家庭に向けた取組みは、保育所において始められた。最初の
具体的な施策は、1987 年の「保育所機能強化費」の予算措置であり、1989 年には「保育所地域活
動事業」が創設された。	 
	 1993 年には、保育を必要としない未修園児と保護者を対象とした支援をより積極的に展開する
ための事業として、「保育所地域子育てモデル事業」が創設された。1994 年策定のエンゼルプラン
では、「子育て支援」という用語が施策に初めて登場しており、それ以降、保育所には、地域に存
在するもっとも身近な児童福祉施設として、地域の子育て支援の役割がより積極的に求められるよ
うになった17。 
 
⑵	 保育所中心から自治体中心へ	 
	 1995 年には、「保育所地域子育てモデル事業」が「地域子育て支援センター事業」に名称が変更
された。これまでは、保育所が地域の子育て支援の中心的機能を果たしていたが、これ以降は、自
治体が中心になり、すべての子育て家庭に向けた子育て支援施策を展開していくこととなった。 
 
⑶	 多様化する子育て支援	 
	 2002 年には、都市部を中心とした地域住民の活動から発展した「つどいの広場事業」が創設さ
れた。つどいの広場事業は、地域子育て支援センター事業とは異なり、親子が集う場の提供を目的
とした事業であり、事業創設当初から NPO 法人や民間事業者等への事業委託も可能とされた。日
下・笠原(2016)は、これ以降、「子育て支援」は援助者から利用者への一方的な支援だけではなく、
親同士の相互支援や地域全体で子育てを支える子育て支援ネットワークづくりに視点が広がった
と指摘している。 
 
⑷	 地域子育て支援拠点事業創設	 
	 2007 年に地域の子育て家庭を支援するという共通の目的を有していた「地域子育て支援センタ
ー事業」と「つどいの広場事業」は「ひろば型」「センター型」「児童館型」の 3 つの形態から成る
「地域子育て支援拠点事業」として再編された。基本事業の内容は、交流の場の提供、子育て相談、
情報提供、講習等の実施が規定され、つどいの広場事業の事業内容が継承された18。 
	 2008 年には、児童福祉法と社会福祉法の改正により、拠点事業が法定化され、保育所と同様の
第二種社会福祉事業19に位置付けられた。 
	 さらに、2013 年度には、機能別に「ひろば型」・「センター型」が「一般型」に、「児童館型」が
「連携型」に再編され、「利用者支援」・「地域支援」の機能が強化された「地域機能強化型」が創
設された（都市部中心）。その後、2014 年度には、地域機能強化型が再び一般型に統合され、現在
の事業形態をとっている。 
                                            
17 社会福祉法人日本保育協会（2009）「地域における子育て支援に関する調査研究報告書」,p.15. 
18 社会福祉法人日本保育協会（2009）「地域における子育て支援に関する調査研究報告書」,p.16. 
19 「社会福祉を目的とする事業のうち、規制と助成を通じて公明かつ適正な実施の確保が図られなければな
らない」事業（社会福祉法	 第 1 章第 2 条） 
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 表3-4	 地域子育て支援拠点事業が創設されるまでの施設の変遷	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⒊	 地域子育て支援拠点事業の実施状況	 
	 次に、拠点事業の2016年度の実施状況を厚生労働省が発表している「平成28年度地域子育て支
援拠点事業実施状況」をもとに概観する。	 
⑴	 実施か所数	 
	 拠点施設の設置目標数は、2010 年 1 月に閣議決定された「子ども・子育てビジョン」において、
中学校区に 1 か所（1 万か所）以上とされている。これは、ベビーカー（徒歩）でアクセスする
ことができる距離への量的拡充を目指し、掲げられた目標値である。	 
	 図3-1をみるとわかるように、2007年の事業創設以来、拠点事業の実施か所数は、年々増加して
いる。2016年度の全国の実施か所数は、前年度から245か所増加した7,063か所である。	 
	 
	 
	 	 
	 
	 
	 
	 	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
⑵	 設置状況	 
	 2016 年度の0〜4 歳の男女千人当たりの拠点施設の設置か所数についてみてみると、全国平均
は1.4カ所、最多は新潟県の2.7か所、最少は東京都の0.7か所であった。また、25〜44 歳の男
女 1 万人当たりの拠点施設の設置か所数については、全国平均が 2.2 か所、最多は新潟県の 4.3
か所、最少は東京都の 1.0 か所であった。図 3-2 をみると、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府、
福岡県等の人口規模が大きい都市部では、人口当たりの設置か所数が少ない傾向にあることがわか
る。	 
（子ども・子育て支援交付金 交付決定ベース） 
※実施か所数䛿交付決定ベース（25年度䛿国庫補助対象分） 
（単位：か所） 
※25年度・26年度に類型䛾変更を行っている 1 
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１．地域子育て支援拠点事業の実施か所数の推移 【事業類型別】 
図3-1	 地域子育て支援拠点事業の実施か所数の推移	 
出典：厚生労働省「地域子育て支援拠点事業平成28年度実施状況」,p.1	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表3-5	 都道府県別の地域子育て支援拠点事業の実施状況（0〜4歳人口千人当たり）	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 出典：厚生労働省「地域子育て支援拠点事業平成28年度実施状況」,p.5	 
	 
	 
	 
か所数：平成28年度交付金交付決定ベース 
 全国平均： １．４か所 
０歳～４歳人口：人口推計（平成27年10月） 
5 
（都道府県数）
１か所未満 （ 3 ）
１か所以上　　２か所未満 （ 32 ）
２か所以上　　３か所未満 （ 12 ）
０歳～４歳人口千人当たり 
No 自治体名 実施数 人口 （千人） か所数 No 自治体名 実施数 
人口 
（千人） か所数 
1 北海道 358  186  1.9  25 滋賀県 92  64  1.4  
2 青森県 101  43  2.3  26 京都府 264  98  2.7  
3 岩手県 86  45  1.9  27 大阪府 416  344  1.2  
4 宮城県 135  90  1.5  28 兵庫県 311  219  1.4  
5 秋田県 61  30  2.0  29 奈良県 72  51  1.4  
6 山形県 97  40  2.4  30 和歌山県 54  35  1.5  
7 福島県 102  68  1.5  31 鳥取県 48  23  2.1  
8 茨城県 265  110  2.4  32 島根県 42  27  1.6  
9 栃木県 100  77  1.3  33 岡山県 121  78  1.6  
10 群馬県 134  74  1.8  34 広島県 141  120  1.2  
11 埼玉県 461  285  1.6  35 山口県 110  52  2.1  
12 千葉県 312  236  1.3  36 徳島県 47  27  1.7  
13 東京都 414  527  0.8  37 香川県 91  38  2.4  
14 神奈川県 253  366  0.7  38 愛媛県 83  52  1.6  
15 新潟県 227  84  2.7  39 高知県 41  25  1.6  
16 富山県 78  38  2.1  40 福岡県 151  221  0.7  
17 石川県 80  46  1.7  41 佐賀県 56  36  1.6  
18 福井県 57  31  1.8  42 長崎県 106  56  1.9  
19 山梨県 68  30  2.3  43 熊本県 120  77  1.6  
20 長野県 156  80  2.0  44 大分県 70  46  1.5  
21 岐阜県 120  80  1.5  45 宮崎県 71  47  1.5  
22 静岡県 234  147  1.6  46 鹿児島県 98  71  1.4  
23 愛知県 345  330  1.0  47 沖縄県 94  83  1.1  
24 三重県 120  71  1.7  合計（都道府県） 7,063  5,004  1.4  
５．地域子育て支援拠点事業の設置状況  
【０歳～４歳人口千人当たりか所数】 
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２５～４４歳１万人当たり ０～４歳１千人当たり （か所／１万人） 
※人口は「人口推計」（平成２７年１０月） 
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６．地域子育て支援拠点事業の設置状況 【都道府県・人口当たり】 
 ２５歳～４４歳の男女１万人当たり 
        全国ベース ２．２か所 （最多：新潟県４．３か所、最少：東京都１．０か所） 
 
  ０歳～ ４歳の男女１千人当たり 
        全国ベース １．４か所 （最多：新潟県２．７か所、最少：福岡県０．７か所） 
図3-2	 都道府県別の人口当たりの地域子育て支援拠点事業の設置状況	 
出典：厚生労働省「地域子育て支援拠点事業平成28年度実施状況」,p.6	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 次に、熊本県の市町村別の拠点施設の設置状況をみてみると、熊本県平均は1.6か所で、全国平
均を少し上回る程度であり、最多は美里町の 16.9 か所、最小は人口が少ない 6 町村の 0 か所であ
った。45 市町村のうち、20 市町村の人口当たりの設置か所数が、都道府県の中で最多であった新
潟県の2.7 か所を上回っている。上天草市は、2015 年度の国勢調査の結果によると0〜4歳の人口
は 866 人、25〜44 歳の人口は 4,457 人で、拠点施設の設置か所数は 5 カ所なので、0〜4 歳の男女
千人当たりの設置か所数は5.8か所、25〜44歳の男女1万人当たりの設置カ所数は11.2 か所とな
り、全国平均や人口当たりの設置か所数が最多の新潟県の値をそれぞれ大きく上回っている。	 
	 
表3-6	 熊本県の市町村別の地域子育て支援拠点の実施状況（0〜4歳人口千人当たり）	 
	 
出典：国勢調査の2015年データ（人口）と2016年度の熊本県の	 
拠点施設の設置状況に関するデータを元に筆者が作成	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⑶	 運営主体と実施場所	 
	 事業全体の運営主体は、社会福祉法人が最も多く37.2％で、自治体の直営が35.0％、NPO法人が
10.3％と続いている。実施場所については、保育所が40.6％と最も多く、公共施設・公民館が22.8％、
児童館が13.5％と続いており、運営主体、実施場所、共に多様であることがわかる。	 
	 	 
	 
	 
	 
図3-3	 運営主体別の地域子育て支援拠点事業の実施状況	 
出典：厚生労働省「地域子育て支援拠点事業平成28年度実施状況」,p.7	 
	 
24.2% 
53.1% 
25.8% 
36.1% 
35.0% 
10.1% 
0.6% 
28.9% 
10.1% 
10.3% 
19.7% 
42.9% 
30.5% 
39.5% 
37.2% 
25.0% 
1.1% 
5.3% 
3.1% 
5.4% 
0.5% 
2.1% 
3.5% 
3.1% 
3.1% 0.6% 
1.1% 
1.9% 
1.9% 
2.7% 
2.6% 
3.4% 
3.2% 
14.7% 
1.7% 
3.7% 
2.5% 
3.8% 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
連携型 
経過措置 
出張ひろば 
一般型 
全体 
７．地域子育て支援拠点事業の実施状況 【運営主体別】 
（単位：か所数） 
直営 NPO法人 社会福祉法人 社会福祉協議会 
学校法人 
株式会社 
任意団体等 
その他 
運営主体 直営 NPO法人 社福法人 社協 学校法人 株式会社 任意団体等 その他 計 
全体 2,473  731  2,629  383  216  137  226  268  7,063  
一般型 2,150  600  2,349  185  208  111  200  150  5,953  
出張ひろば 49  55  58  10  4  2  5  7  190  
経過措置 94  1  76  2  － 1  － 3  177  
連携型 180  75  146  186  4  23  20  109  743  
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⑷	 開催日数別実施割合	 
	 拠点事業の開催日数については、開催日数 3 日の拠点施設の割合は 14.8％、4 日の拠点施設は
3.6％、5日は60.2％、6日は17.9％、7日は3.2％であり、平日のみ、もしくは、平日と土曜日か
日曜日のいずれかで開所している施設が多い。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
９．地域子育て支援拠点事業の開催日数別実施状況 【事業類型別】 
（単位：か所数） 
45.4 
92.1 
11.4 
14.8 
4.7 
7.3 
3.5 
3.6 
16.7 
0.6 
65.2 
60.6 
27.6 
17.0 
17.9 
5.5 
3.0 
3.2 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
連携型 
 経過措置 
一般型 
全体 
３日 ７日 5日 ６日 4日 
80.5 16.3 
0.5 0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
出張ひろば 
５日（1.1） 
１日 
４日（0.5） 
３日（1.6） ２日 
開催日数 １日 ２日 ３日 ４日 ５日 
出張 
ひろば 
153  31  3  1  2  
開催日数 3日 4日 5日 6日 7日 
全体 1,016  245  4,157  1,225  218  
一般型 676  209  3,868  1,007  176  
経過措置 163  13  1  - - 
連携型 337  35  124  205  41  
（単位：か所数） 
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８．地域子育て支援拠点事業の実施状況 【実施場所別】 
5.8 
76.8 
25.8 
44.4 
40.6 
1.1 
9.0 
5.3 
9.3 
8.3 
0.5 
0.6 
0.5 
7.9 
36.8 
25.7 
22.8 
92.2 
1.7 
7.4 
4.3 
13.5 
2.8 
5.3 
4.1 
3.7 
0.6 
10.5 
4.7 
4.3 
7.9 
4.9 
4.3 
0.9 
1.1 
0.5 
2.1 
1.9 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
連携型 
経過措置 
出張ひろば 
一般型 
全体 
保育所 認定こども園 
幼稚園 
公共施設・公民館 児童館 専用施設 
空き店舗・商業施設 
民家・マンション等 
その他・未定 
実施場所 保育所 認定こども園 幼稚園 
公共施設 
・公民館 
児童館 専用施設 
空き店舗 
・商業施設 
民家・マン
ション等 
その他・未定 計 
全体 2,871  587  37  1,611  957  259  302  306  133  7,063  
一般型 2,643  553  36  1,527  255  244  281  291  123  5,953  
出張ひろば 49  10  1  70  14  10  20  15  1  190  
経過措置 136  16  - 14  3  5  1  - 2  177  
連携型 43  8  - - 685  - - - 7  743  
（単位：か所数） 
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図3-4	 実施場所別の地域子育て支援拠点事業の実施状況	 
出典：厚生労働省「地域子育て支援拠点事業平成28年度実施状況」,p.8	 
	 
図3-5	 事業類型別の地域子育て支援拠点事業の開催日数別実施状況	 
出典：厚生労働省「地域子育て支援拠点事業平成28年度実施状況」,p.9	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⑸	 加算事業実施状況（地域の子育て支援活動）	 
	 基本事業に加えて、地域の子育て支援活動の展開を図るための取組みを実施している拠点施設の
割合は、全体の11.2％（667か所）である。具体的には、「一時預かり事業」が416か所、「放課後
児童健全育成事業」が 128 か所、「乳児全戸訪問事業・養育支援訪問事業」が 56 か所、「市町村独
自の事業」が203か所である。（※1事業所で複数の加算事業を実施しているため、実施か所数合計
と一致しない）	 
	 
一時預かり事業	 放課後児童健全育成事業	 
乳児全戸訪問事業・	 
養育支援訪問事業	 
市町村独自の事業	 
416 か所	 128か所	 56か所	 203か所	 
	 
	 地域支援を実施している拠点施設の割合は、全体の14.9％（993か所）である。具体的には、「高
齢者・地域学生等地域の多様な世代との連携」が 622 か所、「地域の団体と協働して伝統文化や習
慣・行事の実施」が389か所、「地域の子育て支援の発掘・育成を行う取組」が622か所、「本事業
を利用したくても利用できない家庭に訪問支援等を行う取組」が207か所である。（※1事業所で複
数の加算事業を実施しているため、実施か所数合計と一致しない）	 
	 
高齢者・地域学生等地域
の多様な世代との連携	 
地域の団体と協働して伝統
文化や習慣・行事の実施	 
地域の子育て支援の発
掘・育成を行う取組	 
本事業を利用したくても
利用できない家庭に訪問
支援等を行う取組	 
416 か所	 128か所	 56か所	 203か所	 
	 	 
	 地域の子育て支援活動の展開を図るための取組みを実施している拠点施設の割合、地域支援を実
施している拠点施設の割合は共に15％以下と低いが、加算対象事業を自主事業として（補助金を加
算されずに）実施している事業所も少なからず存在しているのではないかと考えられる。実際に、
上天草市においては、補助金の加算対象事業であるはずの一時預かり事業が、すべての拠点施設に
おいて自主事業として実施されている。	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⒋	 地域子育て支援拠点事業の利用状況	 
	 NPO 法人子育てひろば全国連絡協議会が、2015 年 11 月に拠点事業を運営する 240 団体に対して
実施した調査結果20をもとに、拠点事業の利用状況について整理する。NPO法人子育てひろば全国協
議会は、拠点事業に関するセミナーや拠点事業の実践に関わる運営者や支援職員に対する研修を全
国で開催している。また、拠点事業の広報・情報提供やガイドラインの作成・発行等、拠点事業に
関わる数多くの事業を実施している。	 
	 
⑴	 利用者の年代	 
	 回答者の年齢分布をみると、「30〜34歳」が37.2％、「35〜39歳」が29.3％で、30歳代の母親が
最も多く全体の66.5％を占めている。10歳代の母親は、0.2％、20 歳代は20.6％、40 歳以上は、
12.6％となっている。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
                                            
20 NPO 法人子育てひろば全国連絡協議会（2015）地域子育て支援拠点事業に関するアンケート調査 2015. 
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Ⅱ－２ 拠点利用者（母親）の調査結果 
１．利用者（母親）のプロフィール 
（１）年代 
回⟅した利用者（以ୗ「母親」という。）の年㱋分ᕸをࡳると、「30㹼34ṓ」が37.2㸣
で᭱もከく、ḟいで「35㹼 9ṓ」が29.3㸣で、30ṓ代の母親の回⟅が66.5㸣を༨めてい
ます。20ṓ代の母親は20.6㸣、40ṓ以上の母親は12.6㸣となっています。（図⾲2-1-1） 
 
【図表 2-1-1 利用者（母親）の年代（全体）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
0.2 
1.6 
19.0 
37.2 
29.3 
11.4 
1.2 
0.2 
0 10 20 30 40
19歳以下
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45歳以上
無回答
（％）
図3-6	 利用者の年代	 
出典：NPO法人子育てひろば全国連絡協議会,2015,	 
「地域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究事業	 報告書」,p.36	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⑵	 同居家族の状況	 
	 回答者の同居家族の状況は、全体では「二世代世帯（配偶者・子ども）」が 86.2％を占めている
一方で、「ひとり親世帯」は2.9％、「三世代世帯（配偶者・子ども・親）」は9.4％と少なくなって
いる。	 
	 すべての年代で「二世代世帯（配偶者・子ども）」の割合は、80％前後を占めている。「ひとり親
世帯」の割合が最も高いのは20〜24歳で5.3％、「三世代世帯（配偶者・子ども・親）」の割合が最
も高いのは45歳以上で21.4％となっている。	 
	 
	 
	 
	 
	 
⑶	 母親の就労状況	 
	 回答者のうち、「現在働いていない」母親の割合は 89.9％で、大部分の母親は現在、就労してい
ない。就労していない母親のうち、育休を理由に働いていない割合が18.0％となっている。母親の
年代別では、育休を理由に働いていない割合は、19歳以下で50.0％、20〜24歳で21.1％、25〜29
歳で23.8％となっている。	 
	 現在、就労しない理由は、未就労者全体では、「出産を機に退職」が 44.1％で最も多く、次いで
「結婚を機に退職」が29.4％、「育児休業中」が20.0％となっている。現在就労していない母親の
5人に1人が「育児休業中」という状況である。	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（３）同居家族の状況 
回⟅者の同ᒃ家族の状況は、全体では「஧世代世ᖏ（㓄അ者・子ども）」が86.2㸣を༨
めています。一方、「ひとり親世ᖏ」は2.9㸣、「୕世代世ᖏ（㓄അ者・子ども・親）」は
9.4㸣と少なくなっています。（図⾲2-1-3） 
母親の年代ูでࡳると、年代に関ಀなく、「஧世代世ᖏ（㓄അ者・子ども）」の༨める
割ྜが㸶割前後を༨めています。「ひとり親世ᖏ」の割ྜが᭱も高い年代は、20㹼24ṓで
5.3㸣、「୕世代世ᖏ（㓄അ者・子ども・親）」の割ྜが᭱も高い年代は、45ṓ以上の21.4㸣
です。（図⾲2-1-2） 
 
【図表 2-1-3 同居家族の状況（全体、母親の年代別）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
2.9 
0.0 
5.3 
4.0 
3.0 
1.7 
3.0 
0.0 
86.2 
100.0 
78.9 
86.5 
88.8 
84.3 
84.3 
78.6 
9.4 
0.0 
5.3 
7.6 
6.4 
13.1 
12.7 
21.4 
1.4 
0.0 
10.5 
1.8 
1.8 
0.9 
0.0 
0.0 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
全体(n=1,175)
19歳以下(n=2)
20～24歳(n=19)
25～29歳(n=223)
30～34歳(n=437)
35～39歳(n=344)
40～44歳(n=134)
45歳以上(n=14)
ひとり親世帯 二世代世帯（配偶者・子ども） 三世代世帯（配偶者・子ども・親） その他世帯
図3-7：同居家族の状況	 
出典：NPO法人子育てひろば全国連絡協議会,2015,	 
「地域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究事業	 報告書」,p.38	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（４）母親の就労状況 
① 就労の有無 
全回⟅者のうち、「現在ാいていない」との回⟅割ྜは89.9㸣で、኱㒊分の母親はാい
ていまࡏࢇ。㠀ᑵປの母親のうち、育ఇを理⏤にാいていない割ྜが18.0㸣となってい
ます。（図⾲2-1-2） 
母親の年代ูでは、ാいていないとの回⟅は、34ṓまでのྛ年代では㸷割を༨めてい
ますが、35㹼39ṓで86.9㸣にややపୗし、40㹼44ṓで90.3㸣に上᪼しています。育ఇを
理⏤にാいていない割ྜは、19ṓ以ୗで50.0㸣、20㹼24ṓで21.1㸣、25㹼29ṓで23.8㸣
となっています。（図⾲2-1-4ձ） 
 
【図表 2-1-4① 母親の就労の有無（全体、母親の年代別）】 
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20～24歳(n=19)
25～29歳(n=223)
30～34歳(n=437)
35～39歳(n=344)
40～44歳(n=134)
45歳以上(n=14)
育休を理由に現在働いていない 育休以外の理由で現在働いていない 現在働いている 無回答
図3-8	 母親の就労の有無	 
出典：NPO法人子育てひろば全国連絡協議会,2015,	 
「地域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究事業	 報告書」,p.39	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② 現在就労していない理由 
母親のാいていない理⏤は、未ᑵປ者全体では、「ฟ⏘を機に㏥⫋」が44.1㸣で᭱もከ
く、ḟいで「結፧を機に㏥⫋」が29.4㸣となっています。一方、「育児ఇ業୰」が20.0㸣
と、現在未ᑵປの母親の㸳人に㸯人となっています。（図⾲2-1-4ճ） 
母親の年代ูでは、45ṓ以上を㝖くྛ年代で、「ฟ⏘を機に㏥⫋」が᭱もከくなってい
ます。「結፧を機に㏥⫋」は、40㹼44ṓが34.7㸣で᭱も高く、「育児ఇ業୰」は20ṓ代以
ୗの年代で高くなっています。（図⾲2-1-4ճ） 
 
【図表 2-1-4③ 現在就労していない理由（未就労者全体、母親の年代別）】 
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育児休業中 結婚を機に退職 出産を機に退職 その他 無回答
図3-9	 現在就労していない理由（未就労者全体）	 
出典：NPO法人子育てひろば全国連絡協議会,2015,	 
「地域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究事業	 報告書」,p.40	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⑷	 自分の育った市区町村での子育ての実施状況	 
	 回答者全体のうち、自身が育った市区町村で子育てをしている母親の割合は、全体の 27.8％で、
72.1％の母親は自身が育っていない地域で子育てを行っている。	 
	 自身が育った市区町村で子育てをしている母親の割合が高かったのは、24 歳以下と 45 歳以上で
50％近くを占めている。一方で、25〜44歳までの年代では、7割以上の母親は、自身が育っていな
い地域で子育てを行っている。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
- 44 - 
（２）自分の育った市区町村での子育ての実施状況 
現在、回⟅者の母親自身が育った市区町村で子育てをしているとの回⟅割ྜは、全体
では27.8㸣で、72.1㸣の母親は自身が育っていないまちで子育てを行っています。（図⾲
2-2-2） 
母親の年代ูでは、20㹼24ṓまでの年代と45ṓ以上の年代では、自身が育った市区町
村で子育てをしているとの回⟅割ྜが㸳割前後を༨めていますが、25ṓから44ṓまでの
ྛ年代の㸵割は自身が育っていないまちで子育てを行っています。（図⾲2-2-2） 
 
【図表 2-2-2 自分の育った市区町村での子育ての実施状況（全体、母親の年代別）】 
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自分の育った市区町村で現在子育てをしている 自分の育った市区町村で現在子育てをしていない 無回答
図3-10	 自分の育った市区町村での子育ての実施状況	 
出典：NPO法人子育てひろば全国連絡協議会,2015,	 
「地域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究事業	 報告書」,p.44	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⑸	 近所で子どもを預かってくれる人の有無	 
	 「近所に子どもを預かってくれる人がいる」と答えた回答者の割合は、39.9％で、60.0％の母親
は「子どもを預かってくれる人はいない」と回答している。「子どもを預かってくれる人がいる」
と答えた割合が最も高かったのは、19歳以下で100.0％、最も低かったのは45歳以上で28.6％と
なっている。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 この調査の結果を受け、NPO法人子育てひろば全国連絡協議会は、利用者である母親の72.1％が
自分の育った市区町村以外で子育てしていることに着目し、自分の育った市区町村で子育てしてい
る母親とそうではない母親に分けてデータを分析している。その結果、自分の育った市区町村以外
で子育てをしている母親のほうが、拠点施設の利用頻度が高く、「拠点施設利用前の悩み」、「利用
後の効果」ともに高い数字を示したことが明らかにされている。つまり、自分の育った市区町村以
外で子育てをしている母親は、自分の育った市区町村で子育てをしている母親よりも子育てに対し
て孤立感や負担感を感じており、拠点事業に対する需要が高く、拠点事業から得られる効果も大き
いということである。	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（４）近所で子どもを預かってくれる人の有無 
「㏆所に子どもを㡸かってくれる人がいる」との回⟅割ྜは、全体では39.9㸣で、
60.0㸣の母親は「子どもを㡸かってくれる人はいない」と回⟅しています。（図⾲2-2-3） 
母親の年代ูでは、「㏆所に子どもを㡸かってくれる人がいる」との回⟅割ྜは、24ṓ
以ୗの年代で高く、40ṓ以上の年代では「子どもを㡸かってくれる人はいない」の回⟅
割ྜが高くなっています。（図⾲2-2-4） 
 
【図表 2-2-4 近所で子どもを預かってくれる人の有無（全体、母親の年代別）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
39.9 
100.0 
63.2 
36.3 
38.7 
43.6 
36.6 
28.6 
60.0 
0.0 
36.8 
63.2 
61.3 
56.4 
63.4 
71.4 
0.1 
0.0 
0.0 
0.4 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
全体(n=1,175)
19歳以下(n=2)
20～24歳(n=19)
25～29歳(n=223)
30～34歳(n=437)
35～39歳(n=344)
40～44歳(n=134)
45歳以上(n=14)
子どもを預かってくれる人がいる 子どもを預かってくれる人はいない 無回答
図3-11：近所で子どもを預かってくれる人の有無	 
出典：NPO法人子育てひろば全国連絡協議会,2015,	 
「地域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究事業	 報告書」,p.46	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⒌	 地域子育て支援拠点事業の課題	 
	 1-2先行研究で取り上げた、先行研究等で指摘されている拠点事業の課題を整理する。	 
⑴	 経営上の課題、交付金制度に関する課題	 
	 前述の通り、現制度では、主に開設日数や常勤職員の有無によって交付金の金額が決定され、利
用親子組数や職員の配置人数は考慮されていないため、充実した活動を行い、利用親子組数や支援
職員の配置人数が多いほど職員への処遇が厳しくなることが明らかにされている。また、補助金だ
けでは、運営が厳しく、法人母体からの運営費の持ち出しを行っている拠点施設も多い状況である。
利用者数、支援職員数以外にも、「土日開所」、「実施場所」、「運営主体」等によっても経営の圧迫
が生じていることが明らかにされており、それらの項目を基準とした補助金の加算制度の必要性が
指摘されている。（研究報告書	 pp.1-6）	 
	 
⑵	 地域特性を踏まえた整備に関する課題	 
	 人口規模が大きくなるほど、1 市区町村あたりの拠点施設数も多くなる傾向にあるが、前述の通
り、「中学校区に 1 か所」の基準に沿った整備が進んでいる状況ではない。また、人口 1 万人未満
の小規模自治体では、1 日あたりの利用親子組数が 5 組以下という割合が高く、利用者の減少や少
なさを課題としている拠点施設も多いということが明らかにされている。支援が必要な親子が、身
近な地域の場所で拠点事業を利用できるように整備するためには、拠点施設の整備方法について検
討していく必要がある（研究報告書	 p.5）。	 
	 
⑶	 支援職員の負担の増加に関する課題	 
	 支援職員には、保育士資格を有する者が多いが、支援職員の資格や役割等が、明確に示されてい
ないため、保育所との役割の違いから戸惑いを感じている場合が多いということが明らかにされて
いる。また、配置職員数が少ない中、多様な利用者への対応、困難な問題を抱えた親子からの相談、
専門機関との連携等を求められるなど、支援職員の負担、求められるスキルは高まる傾向にある（安
川 2014）。	 
	 	 
⑷	 支援職員のスキル向上に関する課題	 
	 支援職員は、多様な利用者に対応するための高いスキルが求められる一方で、勤続年数は短く、
非常勤職員の割合が高い傾向にあり、支援職員としてのスキル向上は困難な状況にある。また、支
援職員の研修に対するニーズは高いが、研修の開催自体が少ない上に、経営や人員の確保が厳しい
拠点施設も多いため、支援職員に対する研修機会は十分ではないということが明らかにされている
（研究報告書	 p.7）。	 
	 
⑸	 利用者の属性の偏りと非利用者に関する課題	 
	 前述の通り、拠点事業の利用者には偏りがあることが明らかにされている。非利用者については、
神田・山本(2001)は、子育て支援の場に参加する人と参加しない人が二極化していることを指摘し
ている。また、利用しない理由については、「情報周知不足」、「ニーズの不一致」、「立地条件」、「対
人関係」等があることが明らかにされている（神田・山本 2001, 香崎 2012, 宇都・川畑 2017） 。	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⒍	 考察と小括	 
	 第 3章では、拠点事業の概要と、変遷、実施状況、課題について厚生労働省の資料や先行研究を
もとに整理した。	 
	 拠点事業は、地域子育て支援のニーズが高まるなかで、制度の再編を繰り返しながら整備されて
きており、成り立ちの異なる「地域子育て支援センター事業」と「つどいの広場事業」が統合され
て創設された背景もあり、その運営主体や実施場所、支援内容等は多様化していることが明らかに
された。先行研究等で、拠点事業や支援職員の役割の曖昧さが指摘される中、厚生労働省は、支援
職員に向けた研修プログラムを都道府県等が実施する体制を整備しているが、支援職員のこれらの
研修の修了は努力義務にとどまっている。	 
	 拠点事業の実施状況については、「中学校区に 1 か所以上」の設置目標に沿った事業整備は進め
られていない状況であること、拠点事業の実施場所は、保育所が最も多く、平日のみ開所している
施設が最も多いこと、利用者支援事業、一時預かり事業等の他の事業も実施している拠点施設があ
ること等が明らかにされた。また、NPO 法人子育てひろば全国連絡協議会の利用状況に関する調査
では、利用者には、「自身が育った市区町村以外で子育てをしている母親」「30 代の母親」「核家族
世帯」「就労していない母親」が多い傾向にあり、自分の育った市区町村以外で子育てをしている
母親は、自分の育った市区町村で子育てをしている母親よりも子育てに対して孤立感や負担感を感
じており、拠点事業に対する需要が高く、拠点事業から得られる効果も大きい傾向にあることが明
らかにされている。制度としては、拠点事業の利用対象は、「すべての子育て家庭」とされている
が、実施状況や利用状況をみると、各自治体においては、在宅子育て家庭を主な利用対象として事
業運営がなされていることがうかがえる。	 
	 拠点事業の課題については、先行研究等によると、①経営上の課題・交付金制度に関する課
題、②地域特性を踏まえた整備に関する課題、③支援職員の負担の増加に関する課題、④
支援職員のスキル向上に関する課題、⑤利用者の属性の偏りと非利用者に関する課題がある
ことが明らかにされた。	 
	 拠点事業は、地域の実情に応じた子育て支援事業であり、実施主体である市町村や各拠点施設に
事業整備・運営等は一任されてきたが、現制度では、多様化する子育て家庭のニーズに対応するこ
とができておらず、運営主体、支援職員にしわ寄せがきている状況である。	 
	 幅広い子育て家庭が拠点施設を利用でき、拠点事業が期待される役割を果たしていくために、各
自治体や拠点施設が、地域の子育て家庭の状況に応じた取り組みの工夫や改善を行っていくために
は、設置基準や、補助金の加算制度、拠点施設・支援職員の役割など、まずは制度のあり方自体を
見直していく必要があると考えられる。	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第４章	 上天草市の概況と子育て世帯を取り巻く状況	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第４章	 上天草市の概況と子育て世帯を取り巻く状況	 
⒈	 上天草市の概況	 
⑴	 地勢・交通・産業	 
	 上天草市は、熊本県西部の天草諸島の玄関口に位置し、北側は九州本土（宇城市）、東側は天草
市に囲まれた面積 126.91 ㎢の地域である。市町村合併の推進により 2004 年 3 月 31 日に、天草上
島の大矢野町、松島町、姫戸町、龍ケ岳町が合併して上天草市が誕生した。 
	  
 
 
 
 
 
 
 
 
	  
 
 
 
 
 
 
 
 
	 歴史的にみると上天草市は、有明海と八代海の接点に位置し、古くから海の交通の要所として栄
えてきた地域であり、市内ではこれまで 5 基の装飾古墳が発掘されている。1566 年、ポルトガル
人のルイス・アルメイダ神父によってキリスト教は、天草に伝えられ、当時天草を統治していた 5
人の豪族がキリスト教に改宗したことで、多くの領民がキリシタンとなった。1637 年 10 月に島原・
天草の乱が勃発したが、上天草市は、一揆軍を率いた天草四郎の故郷としても知られている21。 
                                            
21 上天草市公式HPhttps://www.city.kamiamakusa.kumamoto.jp/q/aview/2/2642.html 
図4-1	 上天草市の地図	 
出典：Googleマップ	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 1966 年 9 月に九州本土から天草諸島を繋ぐ天草五橋が完成したことによりインフラの整備が進
み、観光業を始めとした各種産業が大きく発展した。 
	 産業に関しては、温暖な気候や水産資源を生かした農業や漁業等の第一次産業が盛んに行われて
きたが、1990 年から 2010 年の 20 年間で農業、漁業従事者は半数以下に激減しており、担い手の
高齢化と後継者不足が深刻な問題になっている。一方で、高度経済成長期以降、第三次産業の就業
者数は増加を続けており、上天草市の主産業は第一次産業から豊富な観光資源を活用した第三次産
業にシフトしている。 
	 	 
⑵	 人口・世帯の状況	 
	 上天草市の人口は、1950 年をピークに減少を続け、2015 年の国勢調査では、27,006 人、世帯数
は 10,477 世帯まで減少している。 
	 また、1 世帯あたりの人数は 2000 年度から 2015 年度までの 5 年間で 3.04 人から 2.58 人に減少
しており、2015 年の国勢調査の結果では、市内の子どもを持つ世帯のうち 76％は核家族世帯であ
ることがわかっている。 
	  
 
 
⑶	 年代別人口の推移	 
	 2015 年度の 3 区分別の人口割合をみると、年少人口（0〜14 歳）が、11.1％、生産年齢人口（15
〜64 歳）が 51.3％、老年人口（65 歳以上）が 37.5％で、図 2 の通り、年少人口、生産年齢人口の
割合は年々減少し、老年人口の割合は年々増加を続けており、上天草市の少子高齢化は深刻化する
一方である。 
	 年少人口の中でも特に、0〜9 歳の人口減少は著しく、2009 年には 2,386 人だったのが、2013
年には 2,042 人に減少しており、5 年間で 14.4％減少している。 
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図4-2	 上天草市の人口と世帯数の推移	 
出典：国勢調査のデータをもとに作成	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図4-3	 年代別人口の推移	 
出典：国勢調査のデータを元に筆者が作成	 
図4-4	 0〜9歳の人口推移	 	 
出典：国勢調査のデータを元に筆者が作成	 
11.1% 
12.4% 
14.2% 
15.8% 
18.0% 
20.2% 
22.4% 
24.1% 
51.3% 
54.5% 
55.4% 
56.9% 
59.0% 
61.1% 
61.8% 
61.7% 
37.5% 
33.0% 
30.5% 
27.3% 
23.0% 
18.6% 
15.9% 
14.2% 
2015 
2010 
2005 
2000 
1995 
1990 
1985 
1980 
０〜１４歳	 １５〜６４歳	 ６５歳以上	 
（年） 
0 
1000 
2000 
3000 
4000 
5000 
6000 
7000 
1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 
5〜9歳(人) 0〜4歳(人) 
（年） 
（人） 
 41 
⑷	 出生数と合計特殊出生数	 
	 上天草市の合計特殊出生率は、図 4-5 のように全国及び熊本県平均を上回っており、（2012 年ま
でのデータに限られるが）2012 年には全国平均が 1.41 なのに対して上天草市は 1.72 と比較的高い
水準を保っている。 
	 上天草市における 2014 年の出生数は 176 人で 2010 年の 226 人と比較すると 22％、2000 年の
325 人と比較すると 46％減少している。 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
⑸	 各地区の状況	 
	 上天草市においては、合併後も旧町単位（大矢野町、松島町、姫戸町、龍ケ岳町）で子育て支援
施策を始めとした各行政施策が展開されている場合が多いため、各地区の状況を概観する。 
	 各地区の人口の状況は、下の表 4-1 の通りである。旧大矢野町の人口が 13,708 人（2015 年）と
最も多く全体の半数以上を占めている。旧大矢野町と二番目に人口が多い旧松島町の人口を合わせ
ると 20,822 人（2015 年）となり全体の 78％に達する。人口規模が小さい旧姫戸町、龍ケ岳町は、
人口減少率も高く、2010 年から 2015 年の間の人口減少率は、それぞれ 11.49%、12.04％であり、
いずれも上天草市全体の人口減少率 9.68％を上回っている。これらのことから、上天草市の中でも
地域ごとに状況が異なっており、旧姫戸町、龍ケ岳町は、他の地域よりも人口減少の進行が早いこ
とがわかる。 
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ｂ 合計特殊出生率・出生数 
 本市の合計特殊出生率（※）は、全国及び熊本県平均を上回ってお
り、県内の４５市町村の中では第２２位で、県内１４市の中では第５
位となっています。 
 ２００３年から２００７年まで一旦１．６３人に低下しましたが、
２００８年には１．７２人と上昇に転じ、比較的高い水準で推移して
います。 
 しかし、人口減少とともに出生数も減少傾向が続いており、２０１
４年の出生数は１７６人で、２０１０年と比較し５０人（２２％減）
減少しています。（図表９、図表１０） 
 
※合計特殊出生率 
その年次の１５～４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女
性が仮にその年次の齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当す
る。 
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図表9 合計特殊出生率と出生数の推移 
出生数 合計特殊出生率 合計特殊出生率(国) 合計特殊出生率(県) 
図4-5	 合計特殊出生率と出生数の推移	 
出典：上天草市人口ビジョン	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表4-1	 旧町別の人口と人口増減	 
  
人口  
平成 27 年  
人口  
平成 22 年 
平成 22 年～27
年の人口増減
数  
平成 22 年～27
年の人口増減率
（％）  
面積
（km2）  
人口密度
（1km2 当た
り）   
上天草市 27,006 29,902 ▲ 2,896 ▲ 9.68 126.91 212.8 
旧大矢野町 13,708 15,041 ▲ 1,333 ▲ 8.86 37.95 361.2 
旧松島町 7,114 7,848 ▲ 734 ▲ 9.35 51.20 138.9 
旧姫戸町 2,458 2,777 ▲ 319 ▲ 11.49 19.34 127.1 
旧龍ケ岳町 3,726 4,236 ▲ 510 ▲ 12.04 17.49 213 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：国勢調査のデータを元に筆者が作成	 
	 
	 
⑹	 人口動態	 
	 自然増減についてみてみると、1990 年代半ばで死亡数が出生数を上回る自然減に転じ、以降、
自然減は拡大傾向にある。 
	 社会増減についても、全体としては大幅な転出超過はないものの、転出が転入を上回る社会減が
続いている。年齢階級別の人口移動状況（2013 年）をみてみると、若年層の男女はいずれの年代
も転出超過となっており、特に 15〜24 歳までの転出超過が大きい。これは、進学や就職に伴う転
出であると考えられており、上天草市の就学や雇用環境の厳しさが浮き彫りになっている。 
	 そして、上天草市人口ビジョンには、この若い世代の市外への流出が少子化や人口減少に最
も大きな影響を与えてきたと示されている。 
 
 
図4-6	 年齢階級別（5歳階級別）人口移動の状況（2013年）	 
出典：上天草市人口ビジョン	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ｂ 年齢階級別人口移動の状況 
２０１３年の年齢階級別の人口移動の状況は、１５歳～２４歳まで
の転出超過が大きく、これは進学や就職のための市外への転出が原因
と考えられます。（図表１３、図表１４） 
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図表13 年齢階級別（5歳階級別）人口移動の状況（2013年） 
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図表14 年齢階級別（5歳階級別）人口移動の状況（2012、2013） 
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 また、地域別の移動状況をみてみると、県内への転出が多く、その約半数を熊本市が占めており、
次いで宇城市、天草市と続いており、県内都市部への人口流出が多くなっている。 
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 地域別の純移動（転入と転出の差）の状況をみると、県内への転出
超過がほとんどを占めており、その約半分が熊本市、次いで宇城市、
天草市への転出超過が多く、県内都市部への人口の流出が多くなって
います。（図表２１、図表２２） 
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図表21 地域別純移動の状況 
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図表 22 地域ブロック別の人口移動の状況（2013年） 
転出【675人】 
熊本市：319人、天草市：106人 
宇城市：62人、その他県内：188人 
熊本県内▲265人 
転入【410人】 
熊本市：181人、天草市：81人 
宇城市：32人、その他県内：116人 
転入【93人】 
福岡県：44人、長崎県：18人 
その他九州：31人 
九州内▲33人 
転出【126人】 
福岡県：75人、長崎県：13人 
その他九州：38人 
転出【162人】 
関東：45人、関西：50人 
その他九州外：67人 
転入【149人】 
関東：33人、関西：45人 
その他九州外：71人 
九州外▲13人 
上天草市全体 
転出超過▲311人 
転入総数 652人 
転出総数 963人 
 
図4-7	 地域ブロック別の人口移動の状況（2013 年）	 
出典：上天草市人口ビジョン	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⒉	 上天草市の就業状況	 
⑴	 就業人口	 
	 就業者数は、1990年度以降、減少傾向となっており、2015年度の就業者数は12,147人で、2005
年度からの10年間で2,266人減少している。	 
	 
	 
	 	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 	 
	 
	 
	 産業 3 分類別の就業者数の割合をみると、第一次産業の就業者数は、1960 年に 58.8％を占めて
いたが、2010 年には 13.3％まで減少している。第二次産業は、1960 年から年々増加していたが、
1990年（29.8％）でピークに達し、その後は減少して2010年には21.4％となっている。第三次産
業の就業者数は、高度経済成長期から増加を続け、2010 年には 65.2％にまで至っており、上天草
市の主産業は第一次産業から第三次産業へとシフトしていることがわかる。	 
	 
	 
	 
図 4-8	 就業者数の推移	 
出典：国勢調査のデータをもとに作成	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図4-9	 産業3分類別の就業者数の割合	 
出典：国勢調査のデータをもとに作成	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⑵	 業種別の就労状況	 
	 2010 年の上天草市の就業者数は、「卸売業、小売業」が 1,733 人で最も多く、「医療、福祉」が
1,671人、「製造業」が1,448人、「運輸業、郵便業」が1,318人、「建設業」が1,218人、「宿泊業、
飲食サービス業」が1,023 人、「漁業」は865人、「農業、林業」は816人と続いている。これら8
業種の就業者数の合計は10.092人で、全体（12,907人）の78.2％を占めている。	 
	 これらの業種の年齢別の割合をみると、「農業、林業」では60歳以上が半数以上を占め、「漁業」、
「宿泊業、飲食サービス業」、「運輸業、郵便業」及び「建設業」は 50 歳以上が半数以上を占めて
いる。図4-	 10 をみると、全体として、就業者の高齢化が進行しており、特に、第一次産
業である「農業、林業」、「漁業」では、高齢化が深刻化していることがわかる。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 男女別にみてみると、男性の就業者数が多い業種は、「運輸業、郵便業」、「建設業」、「卸売業、
小売業」であり、女性の就業者数が多い業種は、「医療、福祉」「卸売業、小売業」「製造業」であ
る。女性の場合、それらの業種は若い世代の就業者の割合が高いのに対して、男性の場合は、「運
輸業、郵便業」、「建設業」、については50代以上の就業者の割合が半数以上を占めている。	 	 
	 若い世代の就業者の割合が高い業種は、男女ともに、「医療、福祉」、「製造業」、「卸売業、小売
業」であり、これらの業種は市内の事業所の中では事業規模が比較的大きく、他の業種に比べて年
間を通して安定的に働くことができるため、子育てをしながら働きやすい業種であると考えられる。	 
 
 
図4-10	 年齢、産業別就業者数の割合（就業者数の多い8業種）	 
出典：上天草市人口ビジョン	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 就業者数が多い８業種の年齢別の割合をみると、「農業、林業」では
６０歳以上が、「漁業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「運輸業、郵
便業」及び「建設業」では５０歳以上が半数以上を占め、特に、第一次
産業である「農業、林 」においては、５０歳以上の方が占める割合は
８０．６％、「漁業」では同６８．１％と年齢に偏りが見られます。 
 一方、「医療、福祉」、「卸売業、小売業」、「運送業、郵便業」、
「製造業」の第二次、第三次産業は比較的年齢の偏り 少ない業種とな
っています。（図表２６－１、図表２６－２） 
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図表26-1 年齢、産業別就業者数の割合（就業者数の多い8業種） 
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⑶	 事業所数と規模	 
	 事業所数についても、表4-2の通り、就業者数と同様に減少が続いている。2014年の従業員規模
別の事業所数の割合をみてみると、従業員が 1〜4 人規模の事業所が 64.3％と最も多く、次いで 5
〜9人規模が20.4％、10〜19人規模が9.3％と続いている。従業員が10人未満の事業所が85％を
占めており、市内の事業所の大半が零細企業であることがわかる。	 
	 上天草市ふるさとハローワーク職員22によると、上天草市の事業所では人手不足が続いており、
零細企業も多いため育児休業を取得できる事象所は少ない。上林（2001）は、規模が小さくなるほ
ど育児休業制度の規定のある事業所の割合は低くなっており、その理由は、第 1 に、中小企業の場
合は従業員に対して手厚い福利厚生を提供する経営上の余裕がないこと、第 2 に、同じ費用をかけ
ても大企業のように規模のメリットが活かせず効果が低いこと、第 3 に、長期雇用慣行が弱いため
に十分な福利厚生によって従業員の定着向上を目指す必要性が低いことなどを指摘している。 
	  
 
 
                                            
22	 ヒアリング実施日時：2017年12月13日	 13:00〜14:00	 
図4-11	 年齢・男女別、産業別就業者数の割合（就業者数の多い8業種）	 
出典：上天草市人口ビジョン	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図表26-2 年齢・男女別、産業別就業者数（就業者数の多い8業種） 
15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 
国勢調査（2010年）（総務省）より作成 
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表4-2	 従業者規模別事業所数と従業者数	 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：経済センサス基調調査のデータをもとに筆者作成	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
⑷	 上天草市ふるさとハローワークの取組み	 
u ヒアリング対象：上天草市ふるさとハローワーク職業相談員	 
u ヒアリング実施日：2017年12月13日	 13:00〜14:00	 
	 
	 上天草市の場合、市内の事業所の大半が零細企業で、事業主自身もプレイヤーとして現場で働い
ている場合が多いため、育児休業制度を含む福利厚生、労働環境の整備まで手（気）が回らず、整
備が遅れている。また、「提示する条件を呑めない場合は雇わない」という姿勢の事業主が多く、
賃金設定も他地域に比べると安い（最低賃金）傾向にあるため、多くの若い労働者は好条件を求め
て市外に転出してしまっている状況である。	 
	 近年では、従業員の高齢化が深刻化している企業が増加しており、ハローワークに若い労働者の
雇用や確保に関する相談を持ちかけてくる事業主も増加している。そのような事業主には、「子育
てしながら働きやすい職場作り」を実施する企業に対する補助金制度や社労士への相談を勧めてい
るということである。 
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図4-12	 従業者規模別の事業所の割合	 
出典：経済センサス基調調査のデータをもとに作成	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⑸	 上天草市産業政策課産業創出係の取組み	 
u ヒアリング対象：産業政策課産業創出係担当職員	 
u ヒアリング実施日：2017年12月15日	 13:00〜14:00	 
	 
	 市の産業政策課産業創出係は、「若い労働力の市外への流出を防ぐ」ための重要施策として、
女性が働きやすい職場環境の整備を推進している。上天草市の中で、比較的規模が大きい（育児休
業制度等が整備されやすい）企業は、雇用促進のために市が誘致した「誘致企業」（6 社）であり、
その大半が、高度な機械を多用したり、粉塵が舞う職場であったりと男性向きの職種である。その
ため、それらの企業の従業員の大半が男性で、働きながら子育てを行うことに対する理解が不足し
ており、育児休業制度等の導入が遅れているということである。市は、女性が働きやすい企業を増
加させていくためには、規模が大きな企業から改善していく必要があるとし、誘致企業の中で唯一
女性労働者が多い企業に対して、女性労働者の労働環境の改善を依頼している。また、産業創出係
の窓口等に、企業に対して女性の積極的な雇用を求めるチラシを設置する等の施策も行っている。	 
	 また、若者の雇用創出を目的とした施策として、2012 年から「企業説明会」を市の体育館で実
施しており、市内の各企業がブースを設け、訪れた求職者に対して、自社の魅力や社会貢献性等の
アピールを行っている。2016 年の第 5 回企業説明会から県立上天草高校へ生徒の派遣を依頼し、
就職希望の 2 年生に興味のある企業のブースを訪れてもらっている。	 
	 
⒊	 上天草市の子育て支援施策	 
⑴	 上天草市の子育て支援施策の変遷と概要	 
	 上天草市は、2004 年度に「上天草市次世代育成支援（前期）行動計画」、2009 年度に「上天草
市次世代育成支援（後期）行動計画」を策定し、子ども・子育て支援施策を実施してきた。これら
の子育て支援施策は、2003 年度に策定された「上天草市総合計画（実施期間 2004〜2013 年度）（以
下、総合計画という）」に則って策定されたもので、総合計画では、「安心・快適な暮らしづくり
への挑戦」という枠組みで、「児童福祉の向上」、「母子・父子福祉の向上」、「少子化対策」等の子
ども・子育て支援施策が展開されている。	 
	 2014 年度に策定された「上天草市第 2 次総合計画（実施期間は 2014 年度〜2023 年度）」では、
「生産世代の人口流出による人口減少の拡大」を最重点課題とし、「地域ぐるみで子育て・子育
ちしやすいまちをつくる」を戦略目標の一つに掲げている。そして、「安心して子どもを産み、育
てられる母子保健の推進」「地域サポートによるふれあいある子育て環境づくり」を主要施策とし、
その具体的な事業計画として「上天草市子ども・子育て支援事業計画（以下、事業計画という）（計
画期間 2015 年度〜2019 年度）」を策定している。 
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 事業計画の策定にあたって、市内の有識者や子育て支援関係者、市民等から成る「上天草市子ど
も・子育て会議」が設置され、事業計画の策定、実施状況の点検、評価が実施されている。 
	 また、事業計画の策定に向けて、市内の子育て家庭の子育て支援に関する生活実態や要望・意見
を把握するため、就学前児童ならびに就学児童（小学 1〜3 年生）をもつ全世帯を対象にしたニー
ズ調査が実施され、市内の教育・保育活動団体等（16 団体）に対しては、運営状況、今後の意向等
に関するヒアリング調査が実施された。 
	  
表4-3	 就学前児童ならびに就学児童をもつ全世帯を対象にしたニーズ調査の概要	 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画	 
n 実施時期：2013 年 12 月 19 日〜2014 年 1 月 10 日 
n 対象者：2013 年 11 月 1 日現在で、上天草市内で就学前児童もしくは就学児童（小学 1
年〜3 年）をもつ全世帯を対象 
n 調査方法：調査票の郵送による配布・回収 
n 回収サンプル数： 
就学前児童：346 件（回収率	 38.9％） 
就学児童：180 件（回収率	 32.5％） 
 
図4-13	 上天草市子ども・子育て支援事業計画の位置付け	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.4	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表4-4	 上天草市子ども・子育て会議委員一覧	 
 
	 	 	 	 	 出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画中の表を元に筆者が作成	 
	 
⑵	 上天草市の子ども・子育て支援施策の推進体制	 
	 上天草市の子育て支援施策は、主に福祉課子育て支援係と健康づくり推進課母子健康係によって
実施されている。事業計画の中で、乳児家庭全戸訪問事業、妊婦健診事業等の母子健康に関する事
業を母子健康係、その他の事業を子育て支援係が担当しており、事業計画全体の点検、評価等は子
育て支援係が実施している。	 
	 
⑶	 地域子ども・子育て支援事業と保育事業	 
	 上天草市において、主に、就学前児童とその保護者を対象に展開されている地域子ども・子育て
支援事業は下の表4-5の通りである。これらの事業の中で、一時預かり事業だけは運営費に対して
交付金が交付されておらず、各保育園や地域子育て支援拠点の自主事業として実施されている。子
育て支援係の担当者によると、事業の枠組みや実施方法については前計画（から大きな変更等はな
されておらず、委託事業については、各事業主に事業運営は一任されているということであり、自
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治体主体の積極的な取り組みの工夫や改善等は実施されていない状況であると考えられる。	 
	 10事業中、5事業に保育園が関わっており、地域子育て支援における保育園の役割の大きさがう
かがえる。	 
	 
表4-5上天草市の地域子ども・子育て支援事業の概要	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画を元に筆者が作成	 
	 
	 市内には、2018 年 10 月の時点で、公立保育所が 3 か所、私立保育所が 14 か所設置されている。
少子化による園児数の減少を受け、市は、その対策として公立保育所の閉鎖を進めてきたが、私立
保育所にとって、園児確保と園の存続は喫緊の課題であり、特に、私立保育所が 9 園立地している
大矢野地区においては、その問題は深刻である。	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⒋	 上天草市子ども・子育て支援事業計画からみた子ども・子育てを取り巻く状況と課題	 
	 上天草市子ども・子育て支援事業計画の策定にあたって実施された就学前児童をもつ世帯を対象
としたニーズ調査、関係者等へのヒアリング調査、	 
⑴	 事前調査である就学前児童をもつ世帯を対象としたニーズ調査からみた課題	 
	 事業計画に示されている就学前児童をもつ世帯を対象としたニーズ調査の結果は次の通りであ
る。	 
①	 子育て環境について	 
・	 子育て（教育を含む）に日常的に関わっている人（施設）は、「保育所」が 61.0%と最
も高く、次いで「父母ともに」56.4％となっており、「保育所」の割合が高い。 
・	 子どもを日常的に祖父母等の親族にみてもらえる世帯が 49.7％であり、身近に子どもをみて
くれる親族がいる世帯が多い地域である。	 
・	 子育ての相談ができる人（場所）が「いる、ある」と回答した人が 90.2％となっており、
相談先は「友人・知人（78.8％）」「祖父母等の親族（74.4％）」「保育士（41.0％）」である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
図4-15	 日頃、子どもをみてもらえる親族・知人の有無	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.11	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図4-14	 子育て（教育を含む）に日常的に関わっている人（施設）※複数回答	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.11	 
 
1.20%&
1.40%&
0.60%&
2.60%&
31.20%&
31.20%&
56.40%&
61%&
??? 
??? 
?????? 
?? 
??? 
?? 
????? 
??? 
 53 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
②	 母親の就労状況	 
・	 母親の就労状況は「フルタイムで就労している」が 37.9％、「パートタイム、アルバイト等で
就労している」とあわせると73.1％が就労している。「以前就労していたが、現在は就労して
いない」「これまで就労したことがない」をあわせた、現在就労していない人は 22.8％となっ
ている。 
・	 現在、就労していない母親のうち、「すぐにでも、1 年以内に就労したい」が 48.1％、「子
育てや家事に専念したい（就労の予定はない）」は 13.9％となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
	 
図4-16	 子育ての相談ができる人がいる世帯の子育て（教育を含む）の相談先	 ※複数回答	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.12	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 図4-17	 母親の就労状況	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.13	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③	 平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について	 
・	 定期的な教育・保育事業を「利用している」人が 79.8％、そのうち、93.1％が「認可保
育所」を利用している。 
・	 今後利用したい教育・保育事業についても「認可保育所」が 69.9％で最も多いが、「幼稚園」
を預ける人が 11.8％あり、幼稚園に対するニーズもうかがえる。 
 
 
 
 
 
 
 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
図4-18	 就労していない母親の就労希望	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.13	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図4-19	 定期的な教育・保育事業の利用の有無	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.14	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図4-20	 利用している教育・保育事業	 ※複数回答	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.14	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④	 地域子育て支援拠点事業の利用状況について	 
・	 拠点事業を利用している人は 10.7％と少数となっているが、「利用していないが、今後
利用したい」人は 29.8％となっており、今後の新たなニーズが見込まれる。 
 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
⑤	 病児・病後児保育への利用希望について	 
・	 平日の定期的な教育・保育事業を利用している世帯のうち、この1年間（2013年当時）に、子
どもが病気やケガで通常の事業が利用できなかったことが「あった」人は80.4％となっており、
その際の対処法としては「母親が休んだ」が 78.4％と最も多く、「病児・病後児の保育を利
用した」は 5.4％と少数となっている。 
・	 子どもが病気やケガで通常の事業が利用できなかった際、病児・病後児保育事業を「できれ
ば利用したい」と答えた人は 46.9％となり、実際の利用実態と比較して利用意向は高いこ
とがうかがえる。 
・	 一方、病児・病後児のための保育施設等を利用したいと思わない人も 51.4％となってお
り、その理由としては、「親が仕事を休んで対応する（57.1％）」「病児・病後児を他の人にみて
もらうのは不安（42.9％）となっている。 
 
 
図4-22	 今後の地域子育て支援拠点事業の利用の有無	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.15	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図4-21	 地域子育て支援拠点事業の利用の有無	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.72	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図4-23	 教育・保育事業が利用できなかった時の対処方法	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.17	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図4-24	 病児・病後児のための保育施設等の利用意向	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.17	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図4-25	 病児・病後児のための保育施設等を利用したいと思わない理由	 ※複数回答	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.18	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⑥	 不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用について	 
・	 私用、親の通院、不定期の就労等の目的で不定期に利用している教育・保育事業は「一時預か
り事業」が 6.4％となっているが、91.3％は「利用していない」となっており、祖父母等の
親族に子どもを預けることができる人が多い点とあわせると、あまり必要な環境にないことが
うかがえる。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
⑦	 育児と職場の両立支援制度の利用について	 
・	 子どもが生まれた時、母親の場合、36.1%が働いていなかった、32.7%が育児休業を取得した（取
得中である）、26,7％が育児休業を取得していないと回答している。 
 
 
 
 
 
 
	 
	 
図4-26	 不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用について	 ※複数回答	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.19	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図4-27	 母親の育児休業の取得の有無	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.21	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⑧	 妊娠中や出産、子育ての不安と悩みについて	 
・	 妊娠中や出産後のサポートとして必要なサービスは「赤ちゃんの育児相談」が 33.2％と最
も多く、次いで「子育て中の人との交流」が 26.9％となっている。 
・	 子育てに関して「あまり不安や負担などは感じない（37.9％）」人と「なんとなく不安や負担を
感じる（29.8％）」人に傾向が分かれる結果となっている。 
・	 子育てに関して、日頃悩んでいること、気になっていることは、「病気や発育・発達に関するこ
と」が 39.9％で最も多く、次いで「食事や栄養に関すること」が 30.1％、「子どもの教育に関
すること」が27.7％、「子育てにかかる出費がかさむこと」が24.0％、「自分の時間が十分とれ
ないこと」が21.7％と続いている。 
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図4-28	 妊娠中、出産後のサポートに必要なサービス	 ※複数回答	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.22	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図4-29	 子育てに関する不安感・負担感	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.22	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⑨	 上天草市の子育て環境及び施策について	 
・	 上天草市の子育て環境及び施策の中で満足度の高い項目は、子育て環境については「子育てを
楽しいと感じている」「子どもがいても安心して働けると感じている」「学校などの公共施設が
子どもにとって安心できる場となっている」の 3 項目、子育て施策については「保育サービス」
「乳幼児健診体制」の 2 項目となっている。 
・	 一方、満足度の低い項目は、子育て環境については「公園など遊び場の充実」、子育て施策
については「小児医療体制」となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図4-30	 子育てに関して悩んでいること	 ※複数回答	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.23	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⑵	 事前調査である関連団体ヒアリング調査からみた課題	 
	 事業計画に示されていた関連団体へのヒアリング調査で明らかにされた上天草市の子ども・子育
てに関する課題は、次の通りである。	 
①	 現状の保育園の運営に関する課題	 
・	 保育士の人材確保が課題となっている保育園が多く、仕事内容がハードで給与面も厳しいた
め、なり手がいない状況にある。	 
・	 病児・病後児保育に対する保護者のニーズは高いが、運営にあたっては看護師（人材）及
びスペースの確保が必要であり、経費的に運営していくことは難しい保育園が多い。	 
・	 療育手帳をもたない発達障がいの児童が増えてきており、対応するスタッフ人員が必要と
なるなど負担が大きくなっている。また、療育手帳を持つことに消極的な保護者もいる。	 
・	 保育園の定数に格差があり、子どもが減ってきている周辺部では、定員の縮小が想定され、
今後の運営が課題となっている。	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図4-31	 上天草市の子育て環境及び施策に対する意向	 
出典：上天草市子ども・子育て支援事業計画,p.24	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②	 保護者のニーズの高いサービス、今後必要とされる子育て支援について	 
・	 発達障がいの子どもへの対応など専門的な知識や技能をもつ人材の確保や施設が必要で
ある。	 
・	 少子高齢化にあたって子育て環境づくりとして、福祉サービス間の連携や保育所・学童保育・
拠点事業の相互に連携した取組みが必要である。	 
・	 病児・病後児をまとめて対応できる拠点として、ニーズ調査で要望の高かった病院と併設し
た施設の設置等の検討が必要である。	 
	 
	 
⑶	 上天草市子ども・子育て支援事業計画で示されている上天草市の子ども・子育てにおけ
る課題	 
	 市は、就学前児童を対象としたニーズ調査と関連団体ヒアリング調査の結果、各事業の実施状況
を受け、上天草市の子ども・子育てにおける課題は以下の4点としている。	 
①	 児童数の減少	 
	 上天草市においては、児童数が減少傾向にあり、各事業のニーズ量も減少する傾向にあることか
ら、今後の児童数の減少に対応した体制の構築が必要となっている。	 
	 
②	 平日の定期的な教育・保育事業の維持・確保	 
	 認可保育所は、現状十分にその役割を果たしているとはいえるが、今後もその体制を維持すると
ともに、必要十分なサービスの質と量を確保していく必要がある。	 
	 
③	 病児・病後児保育体制の確保	 
	 病児・病後児保育へのニーズは高いが、受け皿となる各保育所に施設環境を整える事は、人材の
確保や運営経費面での事業者の負担が大きい。ニーズ調査で要望の高かった小児科病院と併設し
た施設の設置等各機関との連携による一体的な環境整備が求められる。	 
	 
④	 地域子育て支援拠点事業の利用促進	 
	 地域における子育て支援については、身近に親族や知人のつながりがある世帯が多く、地域にお
ける日常生活の中で支援できるところもあるが、家族構成の多様化によりそのニーズは高まる
と思われるため、地域子育て支援拠点事業の運営方法、PR 方法を検証し、利用促進を図る
ことが求められている。	 
	 	 
⑷	 考察	 
	 事前調査である子育て世帯へのニーズ調査の結果からは、①親族等からの子育て支援を得ること
ができる世帯が多いこと、②就労している母親、認可保育所を利用している世帯の割合が高いこと、
③育児休業を取得したことがある母親の割合が低いこと、④拠点事業を始めとした子育て支援事業
を利用している世帯の割合は少ないが、潜在的な需要があること、⑤共働き世帯にも拠点事業の潜
在的な需要があること、⑥公園等の遊び場の整備、小児医療体制に満足していない世帯が多いこと
が明らかにされた。そして、関係団体へのヒアリング調査では、「保育園の園児数が減少する中で
の、保育園の施設運営の存続」、「保育士の人材確保」、「発達障がいの子どもに関する専門的な知識
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や技能をもつ人材や施設の確保」、「福祉サービス間の連携」、「病児・病後児をまとめて対応できる
拠点の整備」が課題としてあげられていた。 
	 事前調査の結果や事業計画で示されている上天草市の子ども・子育てにおける課題からは、少子
化が深刻化する一方で、子育て支援施策に対するニーズが高まる中、各施策を安定的かつ効果的に
実施していくことの難しさがうかがえる。また、そのような状況下で、拠点事業は地域子育て支援
において中核的な役割を担うことが期待されていることが明らかにされた。事業計画では、上記の
4点が課題としてあげられていたが、「就労している母親の割合は高いが、育児休業を取得したこと
がある母親の割合は低い」、「育児休業制度の整備が十分ではない」、「公園等の遊び場の整備が十分
ではない」等の状況を考慮すると、それらに加えて「育児休業制度の整備を含む育児と仕事の両立
支援」、「公園等の公共の遊び場の整備」も重要な課題であると考えられる。 
	 
⒌	 考察と小括	 
	 第 4 章では、上天草市人口ビジョン、上天草市子ども・子育て支援事業計画（以下、事業計画と
いう）による文献調査や上天草市ふるさとハローワーク、産業政策課産業創出係へのヒアリング調
査によって上天草市の概況と子育て世帯を取り巻く環境について明らかにした。 
	 上天草市の 2010 年の人口は 29,902 人で、2015 年の人口は 27,006 人、2010 年から 2015 年ま
での 5 年間で 2,886 人（9.7％）減少するなど人口減少は急速に進行している。 
	 就業状況については、就業者数、事業所数ともに減少しており、市内の主要産業は高度経済成長
期以降、第一次産業から第三次産業へとシフトしている。上天草市では、全業種で就業者の高齢化
と人手不足が問題となっているが、特に、第一次産業である「農業、林業」、「漁業」では、それら
の問題は深刻化している。また、人手不足と市内の事業所の大半を零細企業が占めていることが要
因となって、育児休業制度が整備された事業所が少ないことが明らかにされた。上天草市ふるさと
ハローワークや産業政策課産業創出係へのヒアリング調査では、市内の事業所に、育児休業制度等
の福利厚生の整備が十分に行われていないことによって、就職による若者の市外への流出が深刻化
していることが明らかにされており、上天草市ふるさとハローワークや産業政策課産業創出係は、
企業の存続、雇用創出を目的とし、育児休業制度の整備を含む労働環境の改善に向けた取り組みを
実施している。	 
	 上天草市の子育て支援施策については、子育て支援係の担当者によると、事業計画で実施されて
いる事業の枠組みや実施方法については、前計画から大きな変更等はなされておらず、委託事業に
ついては、各事業主に事業運営は一任されているということであり、自治体主体の積極的な取り組
みの工夫や改善等は実施されていない状況であると考えられる。	 
	 次に、子育て家庭を取り巻く状況と課題については、事前調査の結果や事業計画で示されている
上天草市の子ども・子育てにおける課題からは、少子化が深刻化する一方で、子育て支援施策に対
するニーズが高まる中、各施策を安定的かつ効果的に実施していくことの難しさが浮き彫りにされ
た。また、そのような状況下で、拠点事業は地域子育て支援において中核的な役割を担うことが期
待されていることが明らかにされた。事業計画では、上記の 4 点が課題としてあげられていたが、
「就労している母親の割合は高いが、育児休業を取得したことがある母親の割合は低い」、「育児休
業制度の整備が十分ではない」、「公園等の遊び場の整備が十分ではない」等の状況を考慮すると、
それらに加えて「育児休業制度の整備を含む育児と仕事の両立支援」、「公園等の公共の遊び場の整
備」も重要な課題であると考えられる。 
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 事業計画においても指摘されている通り、今後の上天草市の子育て家庭の変化として、家族構成
の多様化、地域や親族等の子育て力の低下、さらなる少子化の進行が想定される。このような状況
下で、市内の子育て環境を改善していくためには、地域の実情に応じた子育て支援施策のあり方を
自治体が主体となって検討し続けることが必要である。こうした取り組みは、市の最重要課題であ
る「生産世代の人口流出による人口減少の拡大」の改善にもつながっていくと考えられる。 
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第 5章	 上天草市の地域子育て支援拠点事業の利用・運営実態と課題	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 上天草市の地域子育て支援拠点事業の概要	 
	 	 	 	 	 	 	 ⒉	 地域子育て支援拠点事業の運営実態	 
	 	 	 	 	 	 	 ⒊	 地域子育て支援拠点事業の利用実態	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 地域子育て支援拠点が抱える課題	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第5章	 上天草市の地域子育て支援拠点事業の利用・運営実態と課題	 
⒈	 上天草市の地域子育て支援拠点事業の概要	 
⑴	 上天草市地域子育て支援拠点事業	 
	 上天草市において地域子育て支援拠点事業は、上天草市地域子育て支援拠点事業実施要綱（平成
20年上天草市告示第23号の14）に基づき、実施されている。市内すべての拠点施設が一般型に分
類される。	 
	 現在、市内にある 5 か所の拠点施設のうち 1 か所（松島地区）は、市が直接運営を行っており、
残りの4か所は市から委託され、私立認可保育園やNPO法人が運営を行っている。この委託事業者
は、毎年、年度末に公募型によるプロポーザル方式で選定されている（大矢野地区に3か所、姫戸・
龍ケ岳地区に1か所、計4か所）。	 
	 上天草市地域子育て支援拠点事業実施要綱において、地域子育て支援拠点事業委託料の限度額は、
「平成28年度子ども・子育て支援交付金交付要綱」に則って、1か所当たり4,562,000円（消費税
及び地方消費税を含む）と定められている。これは、「一般型、5日型、非常勤職員のみを配置する
場合」に交付される補助金の額である。全拠点施設において、一時預かり事業が実施されているが、
それに対する補助金は加算されていない状況である23。	 
	 
⑵	 各地域子育て支援拠点の位置	 
	 現在、上天草市には、大矢野地区に3か所、松島地区に1か所、姫戸・龍ケ岳地区に1か所、計
5 か所の拠点施設が設置されおり、その数は、それぞれの地区の人口の割合で定められている。姫
戸・龍ケ岳地区にある拠点施設を施設 A、松島地区にある拠点施設を施設 B、大矢野地区にある 3
つの拠点施設をそれぞれ施設C、施設D、施設Eと呼ぶこととする。施設A〜Eの位置状況は下の図
4-1の通りである。市内在住であれば、車で20分前後でいずれかの拠点施設にアクセスすることが
できる状況であるが、地区ごとにみると、大矢野地区は、37.95㎢に3か所、松島地区は51.2㎢に
1か所、姫戸・龍ケ岳地区は36.83 ㎢に 1か所となっており、各地区でアクセス状況は異なってい
る。	 
	 上天草市では、少子化の影響により小中学校の統廃合が進められていて、2016年時点での各地区
の中学校数は、大矢野地区が2校、松島地区が1校、姫戸地区が1校、龍ケ岳地区が1校となって
おり、拠点施設は概ね、「中学校区に 1 か所」の設置基準に沿った事業整備がなされているという
ことができる。	 
	 
	 
	 
	 
                                            
23	 制度上は、一時預かり事業は交付金の加算事業と定められている。 
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⑶	 地域子育て支援拠点事業の情報周知	 
	 市の公式 HP には、地域子育て支援拠点事業の事業内容と各拠点施設の住所、連絡先、各拠点施
設が毎月発行している便りが掲載されている。全拠点施設の便りは、市役所、保健センター、市の
図書館にも掲示されており、市内の病院やスーパーマーケット等の子育て世帯がよく訪れる場所に、
独自に依頼して、掲示してもらっている拠点施設もある。	 
	 また、生後 2 か月の子どもとその保護者を対象に、市が独自に実施している 2 か月児学級24では、
各拠点施設の担当者が、持ち回りで保護者等に対して事業内容や活動内容を説明したり、一緒に手
遊び歌を歌ったりする時間が設けられている。母親学級や乳児全戸訪問事業、乳幼児健康診断等の
支援事業の際にも必要に応じて、母子保健推進員25や保健師から母親に対して拠点施設の利用を勧
めている。	 
	 
	 
                                            
24 生後2 ヶ月の子どもとその保護者を対象に、子どもの身体測定や問診、予防接種や子育て支援事業の説明を行う事業。 
25 市町村が母子保健に熱意を持っている人や家庭に入っている保健士、助産師、看護師などの資格をもっている人等、地
域の母子健康向上に熱心に取り組んでいる人であり、市町村長が委嘱している。 
!-.3/*()1!$%)--"%.%,!-/.-/%1*-, ++#*()10#'0'/2'&
(C)Yahoo Japan,(C)ZENRIN 7 km図4-1	 上天草市の地域子育て支援拠点の位置	 
※①施設A	 ②施設B	 ③施設C	 ④施設D	 ⑤施設E	 出典：yahooマップ	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平成30年
１２月号 日 月 火 水 木 金 土12 3 4 5 6 7 8
キッズ
スペース
開放
休館日
　9 10 11 12 13 14 15
キッズ
スペース
開放
休館日
 16 17 18 19 20 21 22
キッズ
スペース
開放
休館日
　23 24 25 26 27 28 2930 休館日 休館日
休館日
あおぞらだより
上天草市子育て支援拠点　「ママ応援センター」
　朝夕は一段と寒くなり、吐く息が白く見えるようになっ
てきましたね。本格的に冬を迎え、寒さも厳しくなりまし
たが、病気などせず、元気いっぱい過ごしましょうね☆
今年もあと１ヶ月！！クリスマスや大掃除、年賀状作りな
ど。。。やることもたくさんで慌ただしい１２月と思いま
すが、時にはゆっくり休んでママ応援センターにも来てみ
て下さい。今月はクリスマス会なども予定しておりますの
で、ぜひぜひ遊びに来て下さい。楽しみにお待ちしており
ます。
キッズ
スペース
開放
キッズ
スペース
開放
休館日
開館時間 火～日 10:00～15:00      日・祝  キッズスペース開放 
※日曜・祝日は職員はおりません 
十分に注意して子どもを遊ばせて下さい 
休館日 毎週月曜日（又は火曜日） 
上天草市大矢野町上1539 
（大矢野自然休養村管理センター２F） TEL：(0964)57-4300 FAX：(0964)57-4301 E-Mail：mamasapo@gmail.com １２月２８日～１月４日までママ応援センターはお休みになります。宜しくお願いします。 
活動予定表 
12月20日（水）はクリスマス会をします☆ 
オカリナの演奏や絵本の読み聞かせなど
予定しております。 
昼ご飯も準備しておりますので、ぜひいら
して下さい。楽しみにお待ちしています。 
1家族 １００円 の参加費を集めたいと
思います。よろしくお願いします。 
       このマークの日は、 
       施設を自由にお使 
       いいただけます。 
お芋掘りをしました 
クリスマス会 
11:00～ 
絵本の 
読み聞かせ 
 １3:30～14:00  
ティム先生と 
英語で遊ぼう 
１１：００～ 
体重測定 
歯の 
おはなし会 
１１：４５～ 
１２：００ 
保育士による 
子育て相談 
ティム先生と英
語で遊ぼう 
１１：００～ 
至熊本市
商工会
至天草市
ココです
Ｊ
Ａ
ＢＲＯＳ.
大矢野店
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ベスト電器
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ラ
ン
ド
リ
F
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上天草市
役所・大矢
野庁舎
ガネ揚げにして
食べました。 
図4-2	 地域子育て支援拠点の便り	 
出典：各地域子育て支援拠点	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⑷	 各地域子育て支援拠点施設の概要と開設までの経緯	 
	 以下の各拠点施設に関するデータは、各拠点施設の関係者に対するヒアリング調査を元にまとめ
たものである。調査の詳細は、表4-1の通りであり、表4-2には各拠点施設の概要を示している。	 
表4-1	 各地域子育て支援拠点施設へのヒアリング調査の詳細	 
	 
	 
表4-2上天草市の地域子育て支援拠点の概要	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：各拠点施設の便りと各拠点施設へのヒアリング調査を元に筆者作成	 
①	 施設A	 
	 施設Aが設置されている建物は、以前は、公立保育園として使用されていた。公立保育園として
利用されていた当時も、園内の一室で市が拠点施設を運営しており、少子化の影響で公立保育園が
閉鎖され、2010年4月から現在の私立認可保育園に保育園と拠点施設の運営が委託されている。現
在も、保育園の一室に拠点施設が設置されており、火曜日と木曜日は、施設内で昼食をとることが
できる。施設 A の運営者等は、主に姫戸・龍ケ岳地区を支援対象範囲とし、地区内の病院や店舗、
図書館等に毎月の便りを掲示している。	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②	 施設B	 
	 	 施設 B は、市の公共施設である「上天草市こども未来館」内に設置されており、市が直接運営
する唯一の拠点施設である。上天草市こども未来館も施設Aと同様に、以前は、公立保育園として
利用されていた建物であり、公立保育園として利用されていた時にも、園内に拠点施設（直営）が
設置されていた。利用者は、拠点施設で使用している部屋以外にもホールや建物前にある広場で遊
ぶことができ、施設内で昼食をとることができる。上天草市こども未来館内では、拠点事業に加え
て子ども療育支援事業26や「おもちゃ図書館27」が運営されている。	 
	 
③	 施設C	 
	 施設Cは、市の図書館も入っている公共施設内に設置されている。在宅で子育てを行っていた母
親等が、子どもを自由に遊ばせたり、母親等がゆっくり交流したりできる場所を確保するために、
子育てサークルを作り、現在、施設Cがあるスペースを共同で借り始めたことが、施設C開設のき
っかけとなっている。その後、サークルメンバーで資金を出し合い、施設の改装を行って、メンバ
ー以外も利用できる子育て支援広場を開設した。開設当時は、利用者から料金（100 円程度）をも
らっていたということである。2011年10月には子育てサークルはNPO法人化し、2014年4月から
市の委託を受け、拠点施設の運営を行っている。NPO 法人職員等のいつでも安心して子どもを遊ば
せることができる場所を提供したいという思いから、市内で唯一、土曜日と日曜日、祝日も開所し
ており、利用者は、施設内の区切られたスペースで昼食をとることができる。施設C	 のNPO法人職
員は、上天草市全域を支援対象範囲とし、毎月の便りを大矢野地区内の病院や店舗、図書館に掲示
している。なお、施設Cは、火曜日から日曜日の6日間開所されているが、日曜日は職員が配置さ
れておらず、施設開放のみなので、他の 4 施設と同額の「一般型、5 日型、非常勤職員のみを配置
する場合」の交付金が交付されている。	 
	 
④	 施設D	 
	 1997年に自主事業で保育園敷地内に、送迎の前後に母親等が交流できる場所を設置したことが施
設D開設のきっかけとなっている。その後、定期的に、保育園近くの公民館で、心理学の専門家や
小児科医師を招いて地域の子育て中の親子を対象とした子育て相談会を行うようになる。それらの
活動を知った熊本県庁の職員が、拠点事業として市から委託を受けることを勧めたことで、2007年
4 月から市の事業として拠点施設の運営を行っている。運営者でもある主任保育士自身の子育て経
験から、母親支援、子育て支援に積極的に取り組んできたということである。利用者は、園内のグ
ラウンドや砂場等で遊ぶことができ、隣の建物に設置されているランチルームで昼食をとることが
できる。施設の運営者等は、支援の対象範囲は大矢野中学校区としており、利用者に対して個別に
毎月の便りを郵送や手渡しで配布している。	 
	 
⑤	 施設E	 
	 施設Eを運営する私立認可保育園園長の「保育園に通っていない子を持つ母親の子育てを手助け
                                            
26 子どもの成長や発達について悩んでいる親子が集まる場の提供が実施されている。 
27 障がい児用のおもちゃを 100 点以上備えた施設であり、施設内で遊ぶことができる。またおもちゃの貸し
出しも行っている。 
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したい」という思いから、自主事業として保育園敷地内で子育て支援広場を始めたことが、施設 E
開設のきっかけとなっている。2000 年〜2006 年まで自主事業で支援活動を続け、その実績をもっ
て 2008 年 4 月から市に委託を受け、拠点施設の運営を行っている。利用者は、拠点施設利用者専
用の広場で遊ぶことができ、施設内で昼食をとることができる。施設の運営者等は、上天草市全域
を支援対象範囲としており、毎月の便りは大矢野地区内の病院や店舗等に掲示している。	 
	 
⒉	 地域子育て支援拠点事業の運営実態	 
⑴	 各地域子育て支援拠点の支援職員について	 
	 拠点事業一般型においては、「子育て支援に関して意欲があり、子育てに関する知識・経験を有
する者」を2名以上配置することとされている。上天草市実施要綱では、事業受託者は、職員の資
質、技能等の向上を図るため、研修やセミナー等へ積極的な参加を促すこととされているが、研修
等への参加は義務付けられてはいない。	 
	 
①	 施設A	 
	 施設 Aにおいては、1名の支援職員が常駐し、中心的な役割を担っており、もう1名は保育園の
補助職員等が交代ではいるという体制をとっている。常駐している支援職員は、施設Aが開設して
以来、継続的に拠点施設を担当している。支援職員等は、保育士資格を有し、子育て経験者でもあ
るが、拠点事業に関する研修等は受講しておらず、拠点事業のガイドラインの存在は把握していな
かった。常駐している支援職員は、拠点施設での勤務歴が長く、その経験から、母親や子どもに対
しては、見守る姿勢、受け入れる姿勢を意識して接しているということである。	 
	 	 
②	 施設B	 
	 	 施設Bの支援職員は、2名とも保育士資格を有しており、子育て経験者でもある。1名は以前施
設Cに勤務していた経験を有している。子ども未来館の主幹職員（市職員）は、拠点事業に関する
研修を複数受講しているが、利用者に直接対応する支援職員等は受講しておらず、拠点事業のガイ
ドラインの存在は把握していなかった。	 
	 
③	 施設C	 
	 施設 C の支援職員は、2 名とも保育士資格を有しており、子育て経験者でもある。運営者である
NPO法人職員は拠点事業に関する研修等を定期的に受講しているが、支援職員等は受講しておらず、
研修、ガイドラインの存在を把握していなかった。職員の採用は一年更新で行っているため、契約
が更新されなかった場合、次の職員を見つけることが難しいこともあるというが、支援職員が休暇
を取る際や土日、祝日には臨時で対応できる職員（子育て経験者）を確保しているため、職員の確
保に関して課題は感じていないことが明らかにされた。支援職員等は、できるだけ利用者全員と話
をするように心がけており、利用者と信頼関係を築くことを意識して接しているということである。	 
	 
④	 施設D	 
	 施設Dにおいては、1名の支援職員が中心的な役割を担っており、もう1名は、非常勤職員が交
代で入るという体制をとっている。運営者は、中心的な役割を担っている支援職員は、保育士資格
や拠点事業の研修への参加経験等はないものの、施設Dに利用者（母親）として長年通い続けてお
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り、同施設で開催されている心理学を用いた子育て講座等にも定期的に参加していたため、支援内
容や利用親子への接し方に関する知識は蓄積されているとしている。イベント開催等で2名以上人
手が必要な場合もあるが、保育園の元保護者や元職員等、臨時で対応することができる人材が何名
か確保してあるため、職員の確保には課題は感じていないということが明らかにされた。	 
	 支援職員等は、「勇気を出して施設を訪れてくれた利用者が来たことを後悔しないように」とい
うことを意識して接しているということである。	 
	 	 
⑤	 施設E	 
	 施設Eの支援職員は、二名とも保育士資格を有し、子育て経験者でもあり、熊本県等が実施して
いる子育て支援事業や拠点事業に関する研修に定期的に参加している。支援職員等が休暇を取る時
や、研修に参加する時、イベント開催で人手が必要な時には、保育園の職員が臨時で拠点施設を担
当しているため、職員の確保に関して課題は感じていないということが明らかにされた。	 
	 支援職員等は、利用者が安心して過ごせるように、意識して声かけをするようにしており、一度、
利用したことがある親子の名前はできるだけ覚えるように心掛けているということである。	 
	 
	 
⑵	 支援内容	 
	 各拠点施設の支援目的や支援内容は、表4-3の通りである。事業運営等に関しては、市から各拠
点施設に全面的に委託されているため、基本事業は共有しているものの各施設で支援目的や支援内
容は異なっている。どの拠点施設も週に 2 回程度、活動日が設定されており、4 つの基本事業に則
った様々な支援活動が実施されている。各拠点施設の支援内容は、支援職員が主体となって計画を
立てている場合が多く、利用者のニーズや状況に応じた取り組みの改善や工夫が行われている。	 
	 また、私立保育園が運営している施設 A、施設 D、施設 E においては、保育園の運営で培われて
きたノウハウや人脈等が活かされた事業運営、支援活動が実施されていることが明らかにされた。
特に、支援職員が定期的に研修を受講している施設Eや、保育園全体で子育て支援に力を入れてお
り、子育て支援に関する研修を独自に実施している施設Dでは、より利用者のニーズや地域の子育
て家庭の状況に応じた支援が提供されている。	 
	 また、ヒアリング調査と参与観察によって、5 施設中 4 施設で、子どもを支援職員に一時的に預
けて、母親だけでヨガや料理等を行う支援が積極的に実施していることが明らかにされた。	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表4-3上天草市の各地域子育て支援拠点の支援内容	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：各地域子育て支援拠点に対するヒアリング調査を元に筆者が作成	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⑶	 地域子育て支援拠点事業と地域資源との連携や協働	 
	 各拠点施設は、利用者支援事業の実施主体として、利用者から子どもや子育てに関して相談を
受けた場合、必要に応じて利用者と他機関や他の子育て支援サービスをつなぐ役割も担ってい
る。各拠点施設の支援職員は、市内の保育園での就業経験があり、上天草市在住歴が長い人が多い
ため、他機関や他の子育て支援サービスに関する知識は豊富であると考えられる。	 
	 拠点施設関係者等へのヒアリング調査で明らかにされた、これまでの拠点施設と他機関との連携
の例としては、施設Cにおいて、利用者に虐待の兆候がみられたため継続的に観察しつつ、市や児
童相談所と連携して子どもを保護したというものや、施設Eにおいて、利用者から子どもの食事に
関する相談を受け市内で開催される食育に関するイベントを紹介したというものがあげられた。	 
	 全拠点施設において、地域の人材を講師等として活かした支援活動が展開されている。例えば、
市のイギリス人職員による英会話や、市内で活動するボランティアによる絵本の読みきかせ、元中
学校の家庭科教師による料理教室等である。また、保育所が運営している拠点施設では、特に、地
社会とのつながりを活用した支援が積極的に実施されており、施設 D、施設 E においては、保育園
と地域住民が共同で開催している行事（どんど焼き、奉納相撲、花祭り）への参加や保育園の敷地
内で開催する朝市やフリーマーケット等の、利用者と地域住民の交流を促すような活動が積極的
に実施されている。	 
	 	 
	 
⒊	 地域子育て支援拠点事業の利用実態	 
	 拠点事業の利用状況については、各拠点施設の関係者、市の子育て支援係、保健師に対する聞き
取り調査の結果と利用者に対するヒアリング調査(調査方法の詳細は1-6を参照)の結果からまとめ
た。利用者に対するヒアリング調査については5施設で14人にしか調査を実施できなかったため、
結果は参考程度とする。	 
	 利用者へのヒアリング調査の結果は、表4-4の通りである。	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表4-4	 利用者へのヒアリング調査の結果	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⑴	 利用者数と利用頻度	 
	 各拠点施設の2016年度の1日平均利用組数は、施設Aと施設Bが1〜5組未満、施設C、施設D、
施設 E は、5〜10 組となっている。拠点施設の利用頻度については、各拠点施設に対するヒアリン
グ調査では、1 日に複数の拠点施設を利用する親子もいる等、利用頻度が高い利用者が多いという
ことが明らかにされた。	 
	 利用者へのヒアリング調査では、週1〜2回利用している親子が2組、週2〜3回利用している親
子が2組、週4回以上利用している親子が8組で、8組の親子が1日に複数の拠点施設を利用した
ことがあるということが明らかにされた。利用者へのヒアリング調査によっても、利用頻度が高い
傾向にあることが明らかにされた。	 
	 
⑵	 利用者の属性	 
	 利用者の属性については、拠点施設関係者、保健師へのヒアリング調査では、全拠点施設で利用
者には、市外出身の母親、父親の転勤等で市外から転入してきた世帯、出産で里帰り中の世
帯、産休・育休取得中の母親が多く、市内出身の母親、共働き世帯の利用は少ないという見
解が得られた。利用している家庭は、経済的、精神的に余裕があり、熱心に子育てに取り組んでい
る場合が多いということである。市内出身の母親の利用が少ない背景については、「育児休業を取
得できる母親が少なく、保育園に早い段階で子どもを預け始める家庭が多い」、「親族や友人等が近
居している場合が多く、子育て支援や、育児についての相談、日中の話し相手に困らない」等があ
げられた。	 
	 実際に、ヒアリングを実施した 14 人の母親のうち、12 人が市外出身で、父親の転勤や転職等で
上天草市に転入してきた世帯であり、残りの市内出身の 2 人の母親のうち、1 人は出産で里帰り中
であった。また、14 人中、育児休業中であった母親は 1 人のみで、13 人は、結婚や妊娠、出産を
機に退職している。	 
	 また、市内出身の利用者からは、「利用する以前は拠点施設がどのような施設なのか、利用料が
かかるのか等わからないことが多かった」、「同居している親族や周囲の市内出身の母親は、拠点事
業の存在や事業内容を知らない場合が多く、当初は利用しにくさを感じていた」という意見が得ら
れた。利用者の属性として多かった「市外出身の母親」、「父親の転勤等で市外から転入してきた世
帯」は、市内出身の母親よりも3-4でも述べたように子育てに対する不安感や孤立感を感じており、
拠点事業に対するニーズが高いことがうかがえる。また、転勤等で転居を経験したことがある人（世
帯）の方が、ずっと同じ土地に住んでいる人（世帯）よりも子育て支援事業を始めとした行政サー
ビス等について積極的に情報収集を行う傾向にあるのではないかと考えられる。	 
	 
	 
⑶	 利用者の居住地	 
	 利用者の居住地区については、基本的には、拠点施設が立地している地区に居住している利用者
が多いが、大半の利用者が車移動のため、特に、活動やイベントが設定されている日には他の地区
にある拠点施設を利用する人もいるということが明らかにされた。利用者や支援職員等によると、
スーパーマーケットやドラッグストア等が複数立地している大矢野地区には、周辺地域から買い物
も兼ねて拠点施設を利用しにくる親子も少なくないということである。	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⑷	 利用に至ったきっかけ	 
	 各拠点施設へのヒアリング調査では、初めて拠点施設を利用する際には、友人同士や2か月児学
級で知り合った親子同士など、2組以上で訪れる親子が多く、3つの拠点施設が、単独で拠点施設
を訪れることに戸惑いを感じている母親が多いことに対して課題を感じており、初めてでも利
用しやすいような拠点施設の雰囲気作り、支援内容の工夫に努めているということが明らかにされ
た。	 
	 利用者へのヒアリング調査でも、2 か月児学級や各施設の便りで拠点施設の存在を知ったが、実
際に利用に至ったきっかけは、友人や知人からの紹介と回答した母親が大半を占めた。	 	 
	 
	 
⑸	 利用者間の交流	 
	 各拠点施設へのヒアリング調査では、各拠点施設において、利用者間で「笑顔で挨拶する」、「近
況を報告しあう」、「互いに子どもの名前を覚えて成長を共有する」、「子育てに関する情報を交換す
る」等の交流が行われていることが明らかにされた。全拠点施設において、施設内で昼食をとるこ
とができるが、昼食の時間の会話を通して、親しくなる親子が多いということである。	 
	 施設 C、施設 D、施設 E では、利用者同士が SNS でつながり、連絡を取り合うようになる場合も
多く、親しい利用者で集まって拠点施設外で食事をする、転勤が決まった利用者の送別会を行う、
SNS 上のグループで子育ての悩み相談をする等の交流が行われているということであり、利用者が
少ない拠点施設よりも、利用者が多い拠点施設の方が利用者間の交流は活発に行われている傾向に
あることが明らかにされた。	 
	 また、利用者へのヒアリング調査では、複数の市外出身の母親から、市外出身の母親とは親しく
なることが多いが、市内出身の母親とはほとんど交流がないという意見が得られた。	 
	 
⑹	 利用者の保育所への入園	 
	 保育所が運営している施設 A、施設 D、施設 E では利用者がその後、保育所に入園している場合
が多いことが明らかにされた。その背景には、利用者には市外出身の母親が多く、拠点施設として
利用している保育所がそうでない保育所よりも保育方針や保育環境に関する情報が得やすいとい
う状況があると考えられ、利用者数を確保することは、法人母体である保育所の園児確保にもつな
がっているということができる。	 
	 特に、拠点施設の支援内容が充実している施設Dと施設Eが立地している大矢野地区は、私立保
育所が 9 か所設置されており、各保育所にとっては園児確保が喫緊の課題となっていることから、
拠点施設の支援内容の充実も園児確保に対する対策の一環になっていると考えられる。	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⒋	 地域子育て支援拠点が抱える課題	 
	 各拠点施設が抱える課題、それに対する拠点施設と市の見解、課題の背景について、表4-5に整
理した。	 
表4-5	 各地域子育て支援拠点が抱える課題	 
	 
	 
⑴	 利用者が少ないことに関する課題	 
	 上天草市において、拠点事業は、概ね中学校区に1か所の設置基準に沿った事業整備がなされて
おり、各施設には同額の補助金が交付されているが、拠点施設が立地している地区の人口規模によ
って、利用数には偏りが生じている。上天草市の中でも人口が比較的多い大矢野地区に立地し、隣
の自治体（宇城市）からの利用もみられる3施設は、1日の平均利用者数が5〜10 組程度確保され
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ているのに対し、人口規模が小さい地区に立地している施設Aと施設Bは、1日の平均利用者数は
5 組未満にとどまっている。この背景には、上天草市は「在宅で子育てを行う家庭」が少ない地域
であること、施設Aと施設Bは、他の施設に比べてアクセス条件が悪いことがあると考えられる。	 
	 利用者が少ない施設Aと施設Bは、もともと地区内の子どもの数が少なく、保育園に早くから預
ける家庭は増加傾向にあるため、そのことについては課題を感じておらず、特に、対策等は講じて
いない状況である。	 
	 これに対して市は、利用者が少ない拠点施設があることは把握しているが問題はないとしている。	 
	 
⑵	 経営上の課題	 
	 利用者が比較的多く、特に活動内容が充実している施設Dと施設Eでは、拠点事業に対する補助
金だけでは運営が困難なため、法人母体である保育園の運営費からの持ち出しが行われている。一
方で、施設 C は、5 施設の中で唯一、土・日曜日も開所しており、利用者も多いが、保育園が運営
している拠点施設のように、法人母体からの運営費の持ち出しや資源（遊具、設備、職員等）の共
有を行うことができないため、費用面や設備面の問題で活動内容が制限されている状況にあること
が明らかにされた。また、施設Cにおいては、土曜日の利用が最も多いが、支援職員を3名以上確
保することが難しいため、土曜日には活動を設定することはできない状況である。この背景には、
利用状況に関係なく、全施設に同額の補助金が交付されていることがあると考えられる。施設Dと
施設Eは、保育所からの運営費の持ち出しを行っていることを課題とは捉えていないが、施設Cは、
支援内容が制限されていることに対して課題を感じていた。	 
	 これに対して市は、経営等に関しては年度末に各拠点施設からの報告を受けており、問題ないと
している。	 
	 	 
⑶	 利用者の属性の偏りと潜在的需要に関する課題	 
	 全拠点施設で利用者には、市外出身の母親、父親の転勤等で市外から転入してきた世帯、
出産で里帰り中の世帯、産休・育休取得中の母親が多く、市内出身の母親、共働き世帯は少な
いことが明らかにされた。利用者の属性として多かった「市外出身の母親」、「転入してきた世帯」
は「市内出身の母親」よりも子育てに対する不安感・孤立感を感じており、拠点事業に対するニー
ズが高いと考えられる。それに加えて、転勤等で転居してきた経験がある人（世帯）の方が、子育
て支援事業を始めとした行政サービス等について積極的に情報収集を行う傾向にあると考えられ
る。また、5施設中4施設が、平日の9時〜16時の間でしか開所しておらず、就労している親は利
用が難しい状況である。全拠点施設の関係者等が、利用者の属性に偏りがあることを課題とは捉え
ておらず、市のニーズ調査において、母親が就労している世帯にも潜在的な需要があることが明ら
かにされていることは把握していなかった。	 
	 利用者の属性の偏りについて市は、利用者は保育園に入所する前の子とその保護者に偏っている
という見解を示しており、具体的な状況を把握していないことがうかがえる。また、潜在的な需要
に対する対策等は市としては行っていない状況である。	 
	 	 
⑷	 情報周知不足に関する課題	 
	 既述の通り2ヶ月児学級の場で、参加者に対して支援職員が、拠点事業や拠点施設の紹介を行っ
ているにもかかわらず、全拠点施設の支援職員等は、拠点事業や各拠点施設に関する情報周知は十
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分ではないと感じていた。前述の通り、上天草市は保育所に子どもを早い段階で預け始める世帯、
共働き世帯が多いため、はじめから拠点事業に関心がない家庭が多いのではないかと考えられる。	 
	 各拠点施設や市は、利用者の属性の偏りや利用者が少ないことの背景に情報周知不足があるとい
う見解を示しており、各拠点施設は毎月の便りを市内の店舗や病院に掲示してもらう等の対策を講
じている。	 
	 
⑸	 支援職員が抱える課題	 
	 利用者に対する接し方について、各支援職員からは、次のような回答が得られた。	 
「支援センターで働き始めた頃は、母親に対してどのように接したらよいかわからなかったが、長
年の経験で、基本的には利用親子を見守る姿勢でいるようになった。（施設Aの職員）」	 
「保育士としての経験しかなかったので、母親に対してどのように接したら良いのかわからなかっ
た。（施設B職員）」	 
「子ども同士がトラブルになっている場合、母親もいるので自分がどこまで介入していいのかわか
らないことがある。（施設Eの職員）」	 
「支援センターで働き始めた頃は、母親に対してどう接していいのかわからなかった。（施設 C の
職員）」	 
「初めてきたお母さんに対する接し方が難しい。どこまで、聞いていいものか、どのような話題が
好きなのか、興味があるのかがわからないうちは、何をはなしていいのかわからないこともある。
また、子ども同士がけんかを始めた時、どこまで自分が口を出していいかわからないことがある。
（施設Dの職員）」	 
「いつもは、気さくに話しかけてくれるお母さんが、元気がない時に、どう声を掛ければいいのか
わからなかった。（施設Dの職員）」	 
	 以上のように、全拠点施設の支援職員が、利用者に対する接し方に戸惑いを感じたことがあり、
特に、利用者が何か困り事を抱えているとみられた時、普段と様子が違う時、子ども同士が喧嘩し
た時等の対応に難しさを感じていることが明らかにされた。施設C、施設D、施設Eの支援職員は、
そのような利用者に対しては、支援者側から「どうしましたか」等と声掛けをすることはせず、利
用者と支援職員の間の信頼関係を築くことができるように、日頃から努めているとしている。この
ように、利用者に対する接し方については、支援職員の保育士や母親としての経験をもとに、利用
者と接していく中で、自身で習得していかなければならない状況であることが明らかにされた。ま
た、施設E以外の支援職員は拠点事業に関する研修を受けたことがなく、拠点事業の目的や支援内
容について理解を深める機会や、支援職員としてのスキルを向上させる機会が確保されていない状
況である。これらの支援職員が抱える課題の背景には、全拠点施設の支援職員が非常勤職員である
こと、国の制度として支援職員の研修の修了が義務付けられておらず、上天草市においても同様に
義務付けられていないことがあると考えられる。	 
	 だが、施設E以外の拠点施設は、支援職員が研修を受けたことがないこと等については課題を感
じておらず、市は、これらの課題自体を把握していない状況である。	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⑹	 支援を必要としている親子に対するアプローチに関する課題	 
	 支援を必要としている親子に対するアプローチについて、支援職員等からは、「2か月児学級の際
に、子育てに悩んでいそうな母親をみかけ、ぜひ、支援センターを利用してほしいと思ったが、何
と声をかければよいのかわからなかった」「他の施設の支援職員と本当に来て欲しい人（本当に支
援が必要な人）は利用できていないよね、と話したことがある」「支援センターは来てくれた人に
対してしか支援を行うことしかできない」という見解が得られた。支援職員等は、支援を必要とし
ていても拠点事業を利用できていない親子に対する働きかけの必要性を感じてはいるものの、その
ような親子に対するアプローチの方法や支援の方法がわからないため、何も対策をとることができ
ていない状況であるということが明らかにされた。	 
	 現在は、母親学級、乳児全戸訪問、乳幼児健診の際などに、支援が必要と見受けられた家庭に対
しては、子育て支援係と母子保健係が連携して、保健師の訪問支援を中心とした個別の対応を実施
している。訪問支援の際に、地域から孤立していそうな母親、子育てに対して不安感や負担感を抱
いている母親に対して、保健師や母子推進員から、最寄りの拠点施設の利用を勧めることもあるが、
なかなか実際の利用には繋がっていないということが明らかにされた。	 
	 
⑺	 地域子育て支援拠点と市との連携・情報共有不足に関する課題	 
	 複数の拠点施設の関係者等が、施設間での連携や情報共有不足について課題を感じていることが
明らかにされた。以前は、公立の拠点施設である施設Bの市職員が、指揮をとって定期的に全施設
の支援職員が集まって支援内容や利用者に関する連絡会を開催していたというが、現在は、そのよ
うな情報共有の場は設けられていない。この点について、複数の支援職員から「なぜ連絡会がなく
なったのかわからない。また開催して欲しい」という意見が得られた。これに対して市は、各拠点
施設が連携・情報共有について課題を感じていること自体を把握していなかった。	 
	 
⒌	 考察と小括	 
	 第 5章では、上天草市の拠点事業の利用・運営実態、各拠点施設がかかえる課題を明らかにした。	 
	 上天草市の各拠点施設においては、限られた予算の中で事業主等が所有している資源や地域との
つながりを最大限活用した事業運営がなされていることによって、地域の利用者のニーズに応じた
特徴的な支援が提供されている。各拠点施設は、中学校区に1か所の設置基準に沿った事業整備が
なされているが、拠点施設が立地している地区の人口規模によって、利用・運営状況や事業者が抱
える課題は異なっていることが明らかにされた。人口規模が小さい地区（松島地区、姫戸・龍ケ岳
地区）に設置されている拠点施設においては、利用者数は1日平均5組未満であるのに対して、人
口規模が大きい地区（大矢野地区）においては、1 日平均 5〜10 組の利用者が確保されており、利
用者が多い拠点施設は、少ない拠点施設よりも利用者間の交流が盛んに行われている。	 
	 このように各拠点施設で利用者数に偏りが生じているものの、全拠点施設に同額の交付金が交付
されているため、利用者の多い拠点施設は経営上の課題を抱えていることが明らかにされた。利
用者が多い施設D、施設Eは、法人母体である保育園からの運営費の持ち出しが行われており、NPO
法人が運営する施設Cでは、保育園が運営している拠点施設のように、法人母体からの運営費や遊
具、職員等の資源の持ち出しが行えないため、支援内容が制限されている状況である。市内で唯一、
土・日曜日も開所している施設Cでは、利用者数が最も多い土曜日に活動やイベントを設定するこ
とを検討したというが、人材の確保や資金面の問題で実現することはできていないということであ
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る。また、施設Dと施設Eでは、経営上の課題を保育所からの運営費の持ち出しだけでなく、保育
所と地域社会とのつながりを活用することによって解決していることが明らかにされた。	 
	 保育所が運営している拠点施設では、利用者がその後、保育所に入園する場合も多く、利用者数
を確保することは、法人母体である保育所の園児確保にもつながっているということができる。特
に、拠点施設の支援内容が充実している施設Dと施設Eが立地している大矢野地区は、私立保育所
の数が多く、各保育所は園児確保のため様々な策を講じている状況であり、拠点施設の支援内容の
充実もその対策の一環になっていると考えられる。拠点事業における取り組みは、地域の子育て家
庭の状況に応じて、柔軟に展開されることが望まれるが、拠点施設の私的な目的による支援内容の
偏り等を防止するという意味では、先行研究でも指摘されている通り、方法論の明確化による支援
内容の標準化を推進していく必要があるのではないかと考える。	 
	 次に、支援職員については、全拠点施設の支援職員が非常勤職員であり、拠点事業に関する研修
を受けたことがない職員が多く、支援職員としてのスキルを向上させる機会が十分に確保されてい
ない状況であることが明らかにされた。支援職員としてのスキルについては、職員自身で、保育士
や母親としての経験を活かしながら、拠点施設で利用者と接する中で、習得していかなければなら
ないというのが現状である。支援職員が抱える課題については、事業主と支援職員双方が研修を受
けていないこと等に関して課題を感じていない状況であり、制度として、支援職員の研修の修了を
努力義務としているだけでは状況を改善していくことは難しいのではないかと考えられる。支援職
員のスキル向上は、支援内容の質の向上に欠かせない要素であり、その点をどのように改善してい
くかは重要な課題である。	 
	 利用状況については、利用者には、「市外出身の母親」、「父親の転勤等で市外から転入して
きた世帯」、「出産で里帰り中の世帯」、「産休・育休取得中の母親」が多く、「市内出身の母親」、
「共働きの世帯」は少ない傾向にあり、利用頻度は高い傾向にあることが明らかにされた。各拠点
施設の関係者等は、利用者の属性に偏りがあること自体を課題とは捉えていないが、事業に関する
情報周知が不足していることについては課題を感じていた。利用者の属性として多かった「市外出
身の母親」、「父親の転勤等で市外から転入してきた世帯」は、3-4 で明らかにされている通り、市
内出身の母親よりも子育てに対する不安感が大きく、拠点事業に対するニーズが高いことが想定さ
れる。	 
	 これらの課題に加えて各拠点施設は、「支援を必要としている親子に対するアプローチに関する
課題」、「地域子育て支援拠点と市との連携・情報共有不足に関する課題」を抱えていることが明ら
かにされた。全体として、市と各拠点施設との間で実施状況や課題に関して認識のズレが生じてい
ることが明らかにされたが、その背景には双方間での情報の共有が十分に行われていないことがあ
ると考えられる。本調査で明らかになった、上天草市の拠点事業が抱える課題については、国の制
度自体に起因する部分も大きいと考えられる。だが、市が、各拠点施設と積極的に情報共有を行い、
連携を図っていくことで解決していくことができる課題もあるのではないだろうか。	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第6章	 総括	 
⒈	 第5章までのまとめ	 
	 第 2 章では、内閣府、厚生労働省等の資料を元に、1990 年代以降の少子化対策と子育て支援事
業について整理した。	 
	 1990 年代に少子化対策として始められた子育て支援事業は、施策の変遷を経て、児童福祉とし
ての支援に位置付けられるようになり、市町村が主体となって、専業主婦を含む、すべての子育て
家庭に対して、子育て支援施策を実施していく体制が整備された。そして、2015 年 4 月に子ども・
子育て支援新制度が本格施行され、そのような市町村主体の体制はさらに強化されたが、一方で、
自治体によって子ども・子育て支援事業計画や地域子ども・子育て支援事業の内容に差がつきやす
いという状況が生まれた。少子化の深刻化、子どもの貧困率の増加等、子ども・子育て世帯を取り
巻く環境が一層、厳しい状況になっている中、自治体の果たす役割はますます大きなものになって
いる。	 
	 第3章では、拠点事業の概要と、変遷、実施状況、課題について厚生労働省の資料や先行研究を
元に整理した。	 
	 拠点事業は、乳幼児及びその保護者を対象として、地域の身近な場所で、4 つの基本事業を実施
する事業であり、事業に対する交付金の額は、主に開設日数や常勤職員の有無等を基準として決定
されている。また、拠点事業は、地域子育て支援のニーズが高まるなかで、制度の再編を繰り返し
ながら整備されてきており、成り立ちの異なる 2 つの事業が統合されて創設された背景もあって、
その運営主体や実施場所、支援内容等は多様化している。先行研究等で、拠点事業や支援職員の役
割の曖昧さが指摘される中、厚生労働省は、支援職員に向けた研修プログラムを都道府県等が実施
する体制を整備しているが、支援職員のこれらの研修の修了は努力義務にとどまっている。	 
	 拠点事業の実施状況については、「中学校区に 1 か所以上」の基準に沿った事業整備は進められ
ていないこと、利用者には、「30代の母親」「核家族世帯」「就労していない母親」「自身が育ってい
ない市区町村で子育てを行っている母親」が多い傾向にあることが明らかにされた。また、自分の
育った市区町村以外で子育てをしている母親は、自分の育った市区町村で子育てをしている母親よ
りも子育てに対して孤立感や負担感を感じており、拠点事業に対する需要が高く、拠点事業から得
られる効果も大きい傾向にあることが明らかにされている。	 
	 拠点事業の課題については、先行研究等によって、①交付金制度による経営上の課題、②支
援職員のスキル向上に関する課題、③地域特性を踏まえた整備に関する課題、④利用者の
偏りに関する課題があることが明らかにされている。 
	 拠点事業は、地域の実情に応じた子育て支援事業であり、実施主体である市町村や各拠点施設に
事業整備・運営等は一任されてきたが、現制度では、多様化する子育て家庭のニーズに対応するこ
とができておらず、運営主体、支援職員にしわ寄せがきている状況である。	 
	 第 4 章では、上天草市人口ビジョン、上天草市子ども・子育て支援事業計画（以下、事業計画と
いう）による文献調査や上天草市ふるさとハローワーク、産業政策課産業創出係へのヒアリング調
査によって上天草市の概況と子育て世帯を取り巻く環境について明らかにした。 
	 上天草市では、人口減少が急速に進行しており、就業状況についても、就業者数、事業所数共に
減少している。市内の全業種で就業者の高齢化と人手不足が問題となっているが、特に、第一次産
業である「農業、林業」、「漁業」では、それらの問題は深刻化している。また、人手不足と市内の
事業所の大半を零細企業が占めていることが要因となって、市内の事業所には育児休業制度の整備
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が十分に浸透しておらず、上天草市ふるさとハローワークや産業政策課産業創出係は、企業の存続、
雇用創出を目的として、育児休業制度の整備を含む労働環境の改善に向けた取り組みを実施してい
ることが明らかにされた。	 
	 上天草市の子育て支援施策については、子育て支援係の担当者によると、市の担当者によると、
各施策の運営形態や方法は、前計画から大きな変更等はなされておらず、委託事業については、各
事業主に運営は一任されているということであり、自治体が主体的に取り組みの工夫や改善を実施
しているとは言い難い状況である。	 
	 次に、子育て家庭を取り巻く状況については、事業計画の事前調査で、拠点事業の主な利用対象
とされている在宅で子育てを行っている家庭の割合が少ないこと、拠点事業を利用している世帯の
割合は少ないが共働き世帯にも潜在的な需要があること、就労している母親の割合は高いが育児休
業を取得したことがある母親が少ないことが明らかにされており、少子化が深刻化する一方で、子
育て世帯のニーズは多様化する中、各施策を安定的かつ効果的に実施していくことの難しさが浮き
彫りにされた。このような事前調査の結果を受け、事業計画において、上天草市の子ども・子育て
における課題は、①児童数の減少、②平日の定期的な教育・保育事業の維持・確保（認可保育所）、
③病児・病後児保育体制の確保、④地域子育て支援拠点事業の利用促進とされており、拠点事業が
上天草市の地域子育て支援において中核的な役割を担うことが期待されていることが明らかにさ
れた。	 
	 第5章では、上天草市の拠点事業の利用・運営実態、各拠点施設がかかえる課題について明らか
にした。拠点事業の運営状況については、各拠点施設では地域資源を活用し、利用者のニーズや状
況に応じた取り組みの改善や工夫が行われており、保育園が運営している拠点施設においては、保
育園の運営で培われてきたノウハウや人脈等が活かされた事業運営が実施されていることが明ら
かにされた。だが、支援職員は、保育士資格を有し、子育て経験がある場合が多いが、大半が拠点
事業に関する研修を受講していない状況である。	 
	 利用状況については、利用者の属性については、「市外出身の母親」、「父親の転勤等で市外から
転入してきた世帯」、「出産で里帰り中の世帯」、「産休・育休取得中の母親」が多く、「市内出身の
母親」、「共働き世帯」の利用は少ない傾向にあること、拠点施設が立地している地区によって、利
用者数に偏りが生じていることが明らかにされた。	 
	 上天草市の拠点事業が抱える課題については、①利用者が少ないことに関する課題、②経営上の
課題、③利用者の属性の偏りと潜在的需要に関する課題、④情報周知不足に関する課題、⑤支援職
員が抱える課題、⑥支援を必要としている親子に対するアプローチに関する課題、⑦各拠点施設と
市との連携・情報共有不足に関する課題」があることが明らかにされた。全体として、市と各拠点
施設との間で実施状況や課題に関して認識のズレが生じていることが明らかにされたが、その背景
には双方間での情報の共有が十分に行われていないことがあると考えられる。	 
	 本調査で明らかになった、上天草市の拠点事業が抱える課題については、国の制度自体に起因す
る部分も大きいと考えられる。だが、今後、これらの課題を改善していくためには、市は、拠点事
業の運営を事業主に任せるだけではなく、各拠点施設と積極的に情報共有を行い、連携を図ってい
くことが必要である。	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⒉	 上天草市において地域子育て支援拠点事業が果たす役割	 
⑴	 子育て中の親子が安心して交流できる場所	 
	 上天草市には子どもが安全に遊ぶことができる場所（公園、キッズスペース等）が十分に整備さ
れておらず、公園等の遊び場の整備に満足していない子育て世帯の割合が高いこと、就労している
母親の割合が高く、育児休業を取得できる母親の割合が低いことから早い段階で子どもを保育所に
預ける家庭が多いこと等を背景に、拠点施設は、地域の身近な場所で子どもを安心して遊ばせるこ
とができ、他の親子と交流できる限られた場所として非常に重要な役割を果たしている。	 
	 
⑵	 母親が息抜きできる場所	 
	 上天草市においては、全拠点施設が「母親に対する支援」を主要な支援目的の一つとしており、
支援職員が一時的に子どもを預かって、母親だけでヨガや料理等の活動を実施できる機会を設ける
支援が積極的に実施されていることから、そのような活動に対する利用者のニーズが高いことがう
かがえる。また、各拠点施設では、同じ空間で一時預かり事業が実施されており、これまで子ども
を預けたことがない母親も、一時預かり事業を利用しやすい環境が整えられている。	 
	 特に、市外出身の母親は、日常的に子育てを手伝ってくれたり、話をしたりできる親族や友人等
が周囲にいない場合が多く、拠点施設は、そのような母親にとって、子育てから一時的に解放され、
リフレッシュできる場として重要な役割を果たしている。	 
	 
⑶	 子どもを集団生活に慣れさせる場所（慣らし保育の場）	 
	 前述の通り、市内には子どもの遊び場が不足していることから、拠点施設は、子どもが同年代の
子どもや親以外の大人と共に過ごすことができる場所として重要な役割を果たしている。また、保
育所に入園する前には、子どもの負担を軽減することを目的として慣らし保育が行われる場合が多
いが、保育所が運営している拠点施設においては、その慣らし保育の場として拠点施設が活用され
ている。	 
 
⒊	 結論	 
	 上天草市において、拠点事業は、利用者の属性として多い市外出身の母親にとって特に、効果
的な事業であり、拠点施設は利用者にとって、欠かすことのできない地域の居場所となっているこ
とが明らかにされた。また、保育所が運営している拠点施設においては、利用者がその後、運営主
体である保育所に入園している場合が多く、利用者、運営者双方に効果やメリットがある事業であ
るといえる。これらのことから、上天草市の場合、子育て家庭の状況だけでなく、少子化に伴う保
育園児数の減少等の拠点施設の運営主体を取り巻く状況も、支援目的、提供される支援内容に影響
を与えている可能性があることが示された。	 
	 その一方で、拠点施設や利用者と地域社会との交流を促すような支援はあまり実施されていない
こと、上天草市は主な利用対象となっている在宅で子育てを行う世帯の割合が低い地域であり、本
来拠点事業は、すべての子育て家庭を対象とした事業であるが、市や各拠点施設は潜在的な需要に
対する対策を講じていないことが明らかにされた。上天草市における拠点事業は、限定的な対象者
に対しては効果的な事業であるとは考えられるが、幅広い子育て家庭が利用できることを想定した
地域社会に開かれた事業であるとは言い難い状況である。国の制度として、すべての子育て家庭を
対象としている以上、これまで利用対象とされてきた層だけでなく、潜在的需要にも目を向け、幅
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広い子育て家庭が利用できるよう対策を講じていく必要があるのではないだろうか。	 
	 また、本調査で明らかにされた上天草市の各拠点施設が抱える課題のうち、「利用者が少ないこ
とに関する課題」、「経営上の課題」、「情報周知不足に関する課題」、「支援職員が抱える課題」、「支
援を必要としている親子に対するアプローチに関する課題」については、先行研究においても指摘
されている課題であり、これらの課題の原因は国の制度自体に起因している部分も大きいのではな
いかと考えられる。	 
	 
	 
⒋	 上天草市の地域子育て支援拠点事業の今後のあり方についての提言	 
⑴	 地域子育て支援拠点の数を減らし出張ひろば制度等を活用する	 
	 上天草市は、就労している母親の割合が高く、拠点事業の主な支援対象である在宅で子育てを行
う家庭が少ない地域であり、拠点施設が設置されている地区によって利用者数に偏りがみられる。
それに加えて、上天草市においては少子化が進行しており、今後、子育て支援事業の利用者数は減
少していくことが想定されていることから、拠点施設の数を減らし、人口規模が小さい地域には出
張ひろば制度を活用する等、事業整備の改善が必要であると考える。 
 
⑵	 土・日曜日にも充実した支援を実施する	 
	 ニーズ調査によって、共働き世帯にも拠点事業に対する潜在的な需要があることが明らかにされ
ていることから、そのような世帯も充実した支援を享受することができるよう、休日に活動やイベ
ント等を設定することが必要であると考える。だが、現状でも利用者数が多い拠点施設は経営上の
問題を抱えているため、事業主の負担を増やさないためにも運営形態を変更し、補助金の額を変更
する、各拠点施設が月に 1 度持ち回りで実施する等の取り組みの工夫が必要である。 
	  
⑶	 市と各地域子育て支援拠点が情報共有する機会を設ける	 
	 複数の拠点施設の関係者等が、施設間での連携や情報共有不足について課題を感じており、市は、
各拠点施設の利用・運営実態を年度末の施設からの報告書等でしか把握していないことが明らかに
された。市が主導して、市と各拠点施設が情報を共有できる機会を設け、各拠点施設の利用状況や
課題、地域の子育て家庭の状況を共有することで、支援内容の向上や支援職員等の意識改革、スキ
ル向上につながっていくのではないかと考えられる。 
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⒌	 上天草市の子育て支援施策の今後のあり方	 
⑴	 保育所に子育て支援事業を集約する	 
	 上天草市子ども・子育て支援事業計画では、「保育士や発達障がいの子どもへの対応など専門的
な知識や技能をもつ人材の確保」と「少子化が進行する中での保育園、各子育て支援事業の安定的
な運営の継続」が課題としてあげられていた。これまでの調査で明らかにされた「保育所が子ども・
子育て支援施策において大きな役割を果たしている」点、「保育所の資源や地域資源とのつながり
が拠点事業の運営に大いに活用されていた」点を考慮すると、このような課題を改善するためには、
市が各保育所の設備・利用状況に応じて保育所の統合を進め、子育て支援事業に関わる様々な機能
を保育所に集約することが有効なのではないかと考えた。限られた予算の中で、効率的かつ有効な
施策を実施するためには、保育所が地域の児童福祉施設として培ってきた地域社会とのつながりを
最大限に活用していくことが必要である。上天草市の子育て環境の改善、少子化の是正を行なって
いくためには、市が委託事業の事業者と積極的にコミュニケーションを行い、子育て支援施策全体
を包括的に改善していくことが求められていると考える。 
 
⑵	 子育て支援施策と少子化対策を包括的に展開する	 
	 上天草市においては、生産世代の人口流出による人口減少、産業の縮小が喫緊の課題であり、上
天草市ふるさとハローワークや産業政策課産業創出係は、企業の存続、雇用創出を目的とし、育児
休業制度の整備を含む労働環境の改善に向けた取り組みを実施していることが明らかにされた。一
方で、事業計画においては、育児休業取得率が低いことは明らかにされているが、それに対する対
策の必要性については言及されていない。これは、施策の枠組みとして、育児と仕事を両立できる
労働環境の整備に関する事業が、子育て支援施策に位置付けられていないからであると考えられる。
上天草市のように、人口減少、産業の縮小が急速に進んでいる地域においては、子育て支援と産業
の活性化の両面から少子化対策に取り組むことが必要であり、自治体は部局を超えた連携体制の構
築が求められている。	 
	 
	 
  
 【付録1	 各拠点施設に対するインタビューの質問票】	 
首都大学東京都市科学研究科 
都市システム科学域博士前期課程２年 
在國寺夏菜子 
 
インタビューのお願い	 
 
拝啓	 厳しい暑さは続いておりますが、皆様におかれましては益々のご健勝のこととお慶び申し上げます。 
	 先日から、お忙しいにもかかわらず、大変ご丁寧に対応してくださり誠にありがとうございます。お陰様で
修士論文の調査、執筆ともに順調に進んでおります。 
	 この度は、子育て支援センターの運営や利用状況に関して再度お尋ねしたいことが何点かございましたので
ご連絡させて頂いた次第です。お忙しいところ大変恐縮ですが、お答え頂ける範囲で構いませんので、ご対応
頂けると幸いに存じます。質問内容は以下の通りです。 
① 子育て支援センターの経営に関する課題はありますか。 
② 子育て支援センターの開所時間や曜日に関する課題はありますか。 
③ 子育て支援センターの職員確保や職員の処遇等に関する課題はありますか。 
④ 保育園、保育士との役割の違いから利用者に対する接し方や支援内容について戸惑いを感じることはあ
りますか。 
⑤ 利用者が少ない、または利用者の属性に偏りがあると感じていますか。その状況を改善するために何か
対策をされていますか。 
⑥ 潜在的に施設利用を必要とする親子に対して何か対策はされていますか。 
⑦ 「地域子育て支援拠点（子育て支援センター）」は、「地域」の子育て支援の拠点として様々な役割を担
っていると思うのですが、こちらの子育て支援センターでは、どの範囲を「地域」と捉えていますか。
例）子育て支援センターの利用者の居住範囲、大矢野町全体、登立地区など 
⑧ 子育て支援センターと地域との間にはどのようなつながり、連携がありますか。 
⑨ 利用者と地域とをつなぐための活動等はしていますか。また、子育て支援センターの利用を通して利用
者と地域との間にどのようなつながりが持たれるようになったと思いますか。 
 
	 質問は以上です。お忙しいところ度々のお願いで大変恐縮ですが、ご都合がよろしい日時を私のメールアド
レスもしくは、携帯電話にご連絡頂けると幸いに存じます。 
	 何卒、よろしく御願いいたします。 
敬具 
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